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＜オープニング＞ 

 

メレドフ・トルクメニスタン日本経済委員会会長／ 

トルクメニスタン副首相兼外務大臣 

開会挨拶 

 

 日本側の経済委員会会長でいらっしゃいます都梅様、尊敬する代表団の皆様、ご列席の皆様。

日本の友人・同僚の皆様、ハイレベルな代表団の皆様をここアシガバードで心より歓迎いたしま

す。本日は、我々の第15回目となる、日本トルクメニスタン経済委員会、トルクメニスタン日本

経済委員会の合同会議を行います。 

 ご存知の通り、第14回合同会議は2022年12月に東京においてハイレベルで開催され、素晴らし

い結果をもたらしました。トルクメニスタン側会長として強調したいのは、我々の国トルクメニ

スタンは、日本とのパートナーシップや協力関係をあらゆる分野で拡大、深化させていきたいと

いうことです。 

 本日は、この２年間の活動の成果を取りまとめていきたいと思います。そしてまた、新たな分

野における、近い将来の両国関係の方向性について確認をしていきたいと思います。 

 尊敬する都梅会長、尊敬する代表団の皆様、ご列席の皆様、改めまして、本日の合同会議への

ご出席を歓迎申し上げます。我々の招待を受けトルクメニスタンにお越しいただき、第15回経済

合同会議にご参加いただきましたことを心より感謝申し上げます。 

 本日の会議は、深い歴史的ルーツを持ち、現段階も順調に発展している両国の関係が、強固で

多面的であることの証左です。 

 双方より代表団としてこのような錚々たる参加者にお集まりいただいたことは、両国関係の強

化・発展において我々経済委員会が重要な役割を担っていることを示しています。 

 トルクメニスタン側は、本日の議論によって、我々にとって新しい有望な協力分野が開かれる

ことを期待しています。我々の経済委員会というのは、両国の協力のための有益なプラットフォ

ーム、あるいはメカニズムです。そこで我々は、トルクメニスタンと日本の関係を発展させるた

めの強固な基盤を作ることを目的に、アイデアや提案を出し合い、新たな協力分野を確かめ、そ

して具体的な行動計画を立てています。 

 日本は我々にとって常に信頼できるパートナーであり、トルクメニスタンで様々なプロジェク

トを実現いただいた、イノベーション・技術分野のリーダー国の１つです。我々両国はエネルギ

ー、輸送、産業といった様々な分野での協力を成功裏に進めており、こうした協力が双方に利益

をもたらしています。 

 ご存知の通り、この効果的で十全な両国関係の発展に寄与する主な要素は、両国のハイレベル

で確立された、オープンで信頼関係に則った、建設的で友好的な対話にあります。まさに両国の

首脳による定期的な会談こそが、トルクメニスタンと日本、両国国民の間の友情とパートナーシ

ップの強化を目指し大規模かつ長期的に主導していくための、強力な政治的推進力となっていま

す。 
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 この流れで指摘したいのは、2022年にトルクメニスタン国民のナショナルリーダー、ハルク・

マスラハティ議長である、尊敬するアルカダグ（事務局注：ベルディムハメドフ前大統領の尊称）

が日本を訪問し、日本トルクメニスタン経済委員会および日本のビジネス界の方々との会合を行

ったということです。 

 この訪問や、貴国への定期的な実務訪問、2009年に始まった我が国のナショナルリーダー、尊

敬するアルカダグの訪日、こうした訪問の枠内では毎回、天皇陛下との会見や、貴国首相との会

談、議員の方々やビジネス界の皆様との会合といった、建設的で実りある機会を頂きました。私

はこれこそが、トルクメニスタンと日本の経済協力を拡大するための、非常に強力な政治的基盤

となっていると思います。 

 その結果、今日の両国ビジネスは非常に幅広く、大規模になっています。日本企業そして現地

パートナーの皆様によって、産業やエネルギー関係の施設が、少なくともこの12～13年の間に建

設されています。 

 効果的なパートナーシップは、ガス化学分野、電力分野、さらには輸送分野でも積極的に進め

られています。思うに、こうしたすべての事例が日本との密接な互恵的関係の証であり、それが

我々にとって、今後の計画を実施し前進させていくための基盤となります。 

 我々は2024年１月にも東京を訪問しており、その際、日本のビジネス界の皆様とお会いし、関

係省庁を訪問し、具体的なプロジェクトについて協議することができました。また同時に、皆様

と再度、協力関係において短期的・中期的に優先されるものを、文書によって確認しました。 

 本日の会議を通じて、優先的な方向性について議論できることを期待しております。今後の協

力プロジェクトの実施に向けて解決していかなければならない具体的な課題について話し合いま

しょう。 

 改めまして、都梅会長、ご友人の皆様、同僚の皆様、日本からお越しいただいた代表団の皆様

に対して、トルクメニスタンに積極的な関心を寄せていただいていることに感謝申し上げます。

どうもありがとうございました。 
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都梅博之・日本トルクメニスタン経済委員会会長／ 

伊藤忠商事㈱代表取締役 副社長執行役員 機械カンパニープレジデント 

開会挨拶 

 

 尊敬するメレドフ・トルクメニスタン副首相兼外務大臣閣下、佐々木・駐トルクメニスタン日

本国特命全権大使閣下、ご来賓、ご列席の皆様。本日、メレドフ副首長兼外務大臣とともに経済

合同会議の日本側議長を務めさせていただきます、日本トルクメニスタン経済委員会会長、伊藤

忠の都梅でございます。本日はこのように温かく日本側のメンバーをお迎えいただきましてあり

がとうございます。 

 本日、約５年半ぶりにここアシガバードで第15回目となる日本トルクメニスタン経済合同会議

を開催できますことを、大変嬉しく思います。日本代表団を温かくお迎えくださったメレドフ副

首相はじめ、トルクメニスタン政府、企業、関係者の皆様に心より御礼を申し上げます。 

 この５年半の間、新型コロナウイルス感染症の世界的流行をはじめとし、世界には様々な出来

事がありました。国際情勢には大きな変化が生じましたが、そうした中でもトルクメニスタンと

日本は互いを友好的で信頼できるパートナーとして、協力関係を深めてまいりました。経済面で

は、今般合同会議において、日本側参加者数が約90名と過去最高となっておりますことにその成

果の一面が表れており、トルクメニスタンに対する日本の経済界の関心が従来以上に高まってい

ることを示していると思います。 

 本日の会議で、日本側からは石油・ガス、化学、発電等に加え、水資源利用や貿易などの分野

の具体的ビジネスの進捗についての報告がなされる予定です。また会議最後に行われる署名式で

は、民間ビジネスに関わる８つ（事務局注：発言ママ）の文書の署名が行われる予定です。さら

に署名式においては両国政府間で租税条約の署名も行われるとのこと、貿易・投資環境のさらな

る向上に資するものとして、大変喜ばしく、歓迎を申し上げます。 

 このように、たくさんのプログラムではございますが、ご列席の皆様と共同議長のメレドフ副

首相のご協力を賜りつつ、会議が実り多いものとなるよう精いっぱい努めてまいりますので、本

日はどうぞ宜しくお願い申し上げます。 
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＜来賓挨拶＞ 

 

バイラモフ・駐日トルクメニスタン特命全権大使 

来賓挨拶 

 

 親愛なる経済委員会の共同議長、ご列席の皆様、この会議にご参加の皆様を心より歓迎いたし

ます。 

 現在トルクメニスタンでは、43件の日本企業が参加する投資プロジェクトが登録されています。

そのプロジェクトの総額は110億ドルに上ります。これは高いレベルの協力を示しています。 

 また、我々の相互に有益なパートナーシップは、長期にわたる関係と大規模プロジェクトの実

施の経験に基づいています。エネルギー、鉱物資源、化学産業、輸送、農業などの分野で、トル

クメニスタンの豊富な天然資源と日本の先端技術を積極的に活用しています。伊藤忠商事、川崎

重工業、三菱商事、双日、住友商事など多くの日本企業が、信頼できるビジネスパートナーです。 

 我々の協力が成功しているのは、日本の外務省、経済産業省、ROTOBO、日本貿易振興機構（ジ

ェトロ）、国際協力銀行（JBIC）、日本貿易保険（NEXI）、国際協力機構（JICA）の支援のおかげ

です。共同プロジェクトによる輸出向け製品は、中央アジアを含む多くの世界の国々のニーズを

満たしています。 

 これは、互恵的協力の重要な要素です。経済共同プロジェクトを実施するための活動が組織的

に継続されています。 

 最後に、このイベントの成功を祈りたいと思います。 

 ご清聴ありがとうございました。 
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佐々木浩・駐トルクメニスタン日本国特命全権大使 

来賓挨拶 

 

 第15回日本トルクメニスタン経済合同会議の開会に際し、トルクメニスタン側の議長を務める

メレドフ副首相兼外務大臣、日本側の議長である都梅会長をはじめ、すべての関係者の皆様に敬

意を表し、日本政府を代表してご挨拶させていただきます。本日、アシガバードでは５年ぶりと

なる両国経済合同会議を迎えることができ、大変喜ばしく思います。 

 両国の関係は重要かつ良好ですが、経済分野での協力に関しても、本日ご出席いただいている

日本企業の皆様が、トルクメニスタンの独立直後からトルクメニスタン関係機関との協力関係を

構築し、種々のプロジェクトを立ち上げてきました。その努力が実を結び、現在、トルクメニス

タンでは日本および日本の技術が高く評価されていることを嬉しく思います。 

 日本政府は、中央アジア諸国の「開かれ、安定し、自立した発展」を後押ししていくことを、

対中央アジア外交の基本方針としております。日本企業がトルクメニスタンで進める案件は、こ

れに合致するものです。今後も両政府間の協議等を通じ、各種経済案件が円滑に実施されるよう

支援してまいりたいと思います。 

 本会議では、経済分野における合意文書が署名される予定です。この中には、長年、両政府間

で取り組んできた日本トルクメニスタン租税条約も含まれます。 

 2025年には、大阪・関西万博が開催予定です。諸般の事情が許せば、万博開幕直後の４月14日

「トルクメニスタン・ナショナルデー」にあわせて、ベルディムハメドフ大統領が訪日される予

定です。大統領の訪日が実現すれば、経済分野をはじめとする二国間関係のさらなる発展に間違

いなく大きなインパクトを与えることになるでしょう。 

 今後、両国間の経済関係を安定的かつ持続的にさらに発展させていくためには、日本企業にと

ってビジネスがしやすい環境が確保されることが極めて重要です。この場をお借りして、査証や

外国人登録、そして業務上必要な通信環境の確保等、日本企業がこの国で十分な実力を発揮でき

るよう、トルクメニスタン側の引き続きのご協力をお願いしたいと考えております。 

 最後に、今回の経済合同会議を通じて、経済分野における両政府および企業関係者の間の協力

が一層緊密になること、また、日本とトルクメニスタンが直面している経済上の諸課題に関し、

現実的な解決策につながるヒントが得られることを祈念いたします。 

 

【メレドフ副首相コメント】 

 2025年の大阪・関西万博に向けた、尊敬する我が国大統領の訪日に関して我々は現在、積極的な準

備をしています。またあわせて、両国首脳同士の会談にも期待しています。トップ同士の交流が、両

国の貿易・経済関係促進に大いに寄与すると我々は確信しています。 

 訪日に向け準備する中で、日本の同僚の皆様のご協力に期待しています。非常に重要な政府レベル

の合意文書、そして両国経済関係の基盤になるような契約の締結に向けた準備へのご協力に期待して

います。 
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＜基調報告＞ 

メレドフ・トルクメニスタン日本経済委員会会長／ 

トルクメニスタン副首相兼外務大臣 

基調報告 

 

 尊敬する皆様、本日の経済合同会議のアジェンダは非常に充実しております。このアジェンダに

は、二国間のパートナーシップが多面的で具体的であることが反映されており、さらに実りある

発展に対する双方の関心の指標になっています。 

 すでに本日のバイ会談でも申し上げたのですが、トルクメニスタンのナショナルリーダーが、

大統領在任時より数回にわたって定期的に日本を訪問していることが、両国の経済関係の基礎と

なっています。 

 我が国のナショナルリーダーによる直近の日本への訪問は、2022年に行われました。その際の

日本のビジネス界の皆様との会合は、非常に充実したものでした。会合において、トルクメニス

タン国民のナショナルリーダーは具体的な提案を行い、我々の二国間協力を深めより一層充実さ

せるための５つの主な方向性を示しました。 

 

◆二国間協力の発展に向けた５つの方向性 

（１）インフラ分野における協力ロードマップの更新 

 １つ目は、トルクメニスタンのインフラ分野における協力ロードマップを更新し、新たに実在

するプロジェクトを追加するというものです。ご存知の通り、この提案は、2024年１月にトルク

メニスタン外務省と日本の経済産業省の間でエネルギートランジションについての協力覚書が調

印されたことにより実現されました。そして、次のステップとなるのが、トルクメニスタンのカ

ーボンニュートラルに関するロードマップの策定です。トルクメニスタン側はすでにコンタクト

パーソンを定め、その旨を日本側にお伝えしています。積極的な連携ができることを期待してい

ます。 

 

（２）高付加価値製品の輸出 

 ２つ目は、トルクメニスタンからの高付加価値製品の輸出に日本企業を誘致するという課題を

検討することです。この件では今後とても大きな作業が必要となります。そのため尊敬する都梅

会長を頼りにしております。貴殿には日本トルクメニスタン経済委員会会長として、そして経済

委員会会員企業の皆様にもご協力いただけることを期待しています。 

 

（３）ファイナンスの多様化 

 ナショナルリーダーによる３つ目の提言は、ファイナンスの多様化です。ここでは、プロジェ

クトの資金調達メカニズム改善の課題に共同で取り組むことを提案されました。これは特に、決

済実行のための信頼できる条件を確保することができるツールを用いて、資金調達を構造化する

という話になります。例えば、買い手と売り手の安全な決済のための特別勘定として、エスクロ
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ー口座を設けるということが挙げられます。 

 加えて、プロジェクトの資金調達に様々な形式を適用していくという課題にも取り組んでいく

必要があります。ここには、製造された製品への支払いを伴うプロジェクトファイナンスや直接

投資なども含まれます。 

 我々の日本の同僚の皆様がこの課題に改めて向き合い、提案の実現を検討してくださることを

期待しています。本日すでに都梅会長との個別の面談の中で、我々は具体的なプロジェクトに関

して、またそのプロジェクトのファイナンスについて協議しました。それはトルクメニスタンと

日本の大規模プロジェクトの実施について、どのようにファイナンスを進めていくかということ

に関係しております。 

 また、我々が協議したもの以外にも様々なファイナンス形式があることは認識しています。 

 

（４）グリーンエネルギー・水素エネルギー分野の協力 

 そして４つ目は、日本のグリーンエネルギーや水素エネルギーの経験、そして競争力のある製

品の生産に焦点を当てた、近代的なハイテク生産を学ぶことです。日本の同僚の皆様には感謝し

ております。2024年１月に我々は、この分野に関心を持つ日本企業の代表者の皆様と詳細に協議

する良い機会を頂きました。同様に、日本の先進的な大学や研究所を代表する皆様とも協議する

機会がございました。 

 

（５）共同プロジェクトへの中小企業の誘致 

 ５つ目は、両国の中小企業を共同プロジェクトに誘致することです。この方向性も非常に重要

だと考えています。トルクメニスタン側はこの実現に向けて、日本の同僚の皆様と共に具体的な

取り組みを行う用意があるということを、再度強調いたします。 

 

◆両国の貿易・経済関係の現状 

 さて、両国の貿易・経済関係の現状について簡単に概況を述べたいと思います。日本は、トル

クメニスタンの重要な貿易・投資パートナー国の１つです。いくつもの日本の大企業、さきほど

我々の駐日大使の挨拶の中で名前を挙げさせていただきましたが、こうした日本企業が、トルク

メニスタン経済の様々な分野において成功裏にビジネスをされています。このような協力を我々

は歓迎しており、今後も支援していきたいと思っています。 

 これに関連して、近年、日本企業の参加によっていくつもの大きなプロジェクトが実現したこ

とを強調させていただきます。例えば、すでに多くの方より言及がありましたが、アハル州で天

然ガスからガソリンを製造するGTGプラント、キャンルィでポリエチレン・ポリプロピレンを製

造するガス化学プラント、ガラボガズの尿素プラント、レバプ州チャルジョウ地区のガスタービ

ン発電所、トルクメナバードの硫酸製造プラントなどです。これらすべてのプロジェクトは成功

裏に実現され、現在も生産能力に応じた生産量が確保されています。 

 もちろん、時間の経過によって、メンテナンスや、最新技術の新たな導入など近代化が必要と

なったプラントもあります。この点でトルクメニスタンと日本の協力が必要となり、スペアパー

ツの供給やメンテナンスの実施などに関する追加の合意が行われ、協議が進んでおります。 
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 ただいま申し上げたプロジェクトは、我々と日本との大きな成果だと思っています。しかしな

がら、これらのプロジェクトは両国の間にあるポテンシャルをまだ完全には反映していません。

ですので本日の会議の枠内で、他の新たなプロジェクトに関する具体的な合意に向けたステップ

についても議論することを提案いたします。 

 

◆日本の直接投資への期待 

 両国の貿易・経済協力の多角化についても、本会議の枠内で意見交換ができればと思います。

特に、トルクメニスタン経済に日本の直接投資を呼び込み、この方向性を、日本の経済産業省と

の間で調印された覚書に基づく優先事項の１つとして定める時期が来ていると考えています。 

 トルクメニスタン側として強調したいのは、二国間の合意文書という形で法的基礎を固める必

要があるという、直接投資をするための日本側の条件を、トルクメニスタン側はよく理解してい

るということです。 

 本日の会議の終わりには、すでに都梅会長がご自身のご挨拶の中でお話しされたように、「所得

に対する租税に関する二重課税の除去ならびに脱税および租税回避の防止のための日本国とトル

クメニスタンとの間の条約」が調印されることになっています。この租税条約は、今後の二国間

の経済関係に大きく貢献するものです。そして状況が良好であれば、今後の作業を完了し、2025

年４月に我が国の大統領が日本への訪問を予定していますので、その訪日の中で、最終的にさら

なる成果文書に署名がなされることを期待しています。 

 重要な活動分野として本日お話ししたいのは、エネルギー、輸送、通信、ハイテク分野です。

これらの分野でトルクメニスタン側は、直近に世界的レベルで採択された文書を考慮して、日本

との共同プロジェクトを実行していくと思います。トルクメニスタン側は、日本が積極的で重要

なG7加盟国の１つであることをよく認識しています。 

 したがって、我々は国際的な規範や基準に準拠するというビジョンを継続してまいります。さ

きほど私が申し上げたように、グローバルな形式で採用された規定に基づいて、日本企業の皆様

には、トルクメニスタンのエネルギー施設や化学製品施設の建設プロジェクトに積極的に参加を

していただきたいと思います。 

 

◆トルクメニスタンの経済戦略 

 尊敬する代表団の皆様、世界では地政学的・地経学的な変化が起きているわけですが、それに

もかかわらず、トルクメニスタンと日本は今日も安定した経済成長を示しています。トルクメニ

スタンの直近数年間におけるGDP成長率は、年間６％を超えるレベルで安定的に保たれています。

国際通貨基金（IMF）によるトルクメニスタンへのミッション派遣の成果に関する最近のレポー

トでも、トルクメニスタンの経済成長の安定性が確認されています。さらに、向こう数年間のGDP

成長率は6.2～8.2％まで伸びることが予測されています。 

 トルクメニスタン経済の成長の主な原動力となっているのは、官民の投資です。毎年、我が国

経済への投資額はGDPの約40％に相当します。これはかなり良い指標です。また、その中に占め

る外国からの投資の割合は年々増えています。投資の60％を製造業に振り向けることにより、工

業・イノベーションの成長に向けた戦略的な方針を確保しています。 
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 我々の目的は高付加価値製品を造ることであり、その結果、国の製造部門の構造が変わり、輸

入代替・輸出志向製品の開発が加速しています。あわせて、最も確実で投資の回収が早い種類の

投資として我々が重視しているのが、人的資本への投資です。 

 強調すべきは、多様化した多機能的な金融経済システムを作るため、我が国では長期的な『社

会・経済発展国家プログラム』を基にした、非常に重要な経済改革が行われてきたということで

す。この国家プログラムは2022～2052年の長期のものです。 

 我が方大使の挨拶にもありましたが、現時点ではトルクメニスタンにおいて43件の日本企業が

参加するプロジェクトが登録されています。いくつものプロジェクトに関して、関係者間で非常

に活発な協議が行われています。 

 

◆二国間貿易拡大への期待 

 トルクメニスタンと日本の貿易高に関しては、トルクメニスタン側の統計値によると、2024年

１～10月の二国間の貿易高は5,859万ドルでした。前年同期比で65％以上の伸びですので、悪くな

い数字ではあります。しかしながら絶対的な数値という意味で見ますと、相当控えめであると言

わざるをえません。両国の持つポテンシャルを考えますと、この貿易高の実績は大きなものでは

ありません。日本は技術を持っていますので、その力は、トルクメニスタンとの貿易において100％

の形で発揮されるべきだと思います。両国の貿易高は、数倍に伸びる余地があると思います。 

 

◆日本企業の生産拠点移転への期待 

 我々は、皆様と両国の経済関係の発展について継続的な協議を進めてきました。こうした協議

の一環として、いくつかの日本企業にはトルクメニスタンに生産拠点を移す可能性を検討してい

ただくのも良いと考えております。ぜひ検討してみてください。地経学的な状況を見ますと、日

本企業がトルクメニスタンに製造の拠点を移すべき時が来ていると思います。 

 トルクメニスタン経済では民間セクターの割合が増加していますので、日本のパートナーの皆

様が我が国の民間企業と直接関係を築くことも真剣に検討することができると思います。これは

トルクメニスタンのビジネス構造のさらなる改善につながると思いますし、日本企業の皆様にも、

トルクメニスタンの民間企業の製造する製品の質が向上していることをご理解いただけるかと思

います。 

 

◆再生可能エネルギー分野の協力の可能性 

 個々の分野については、あまり多くを語らないようにいたします。エネルギーやガス精製など

の分野については、様々な方から詳細にご報告いただけると思います。また水素分野においても、

日本とすでに具体的な話が進んでおり、協力の可能性があります。また、再生可能エネルギーの

分野でも日本には豊富な経験があります。これはトルクメニスタンにとっても重要な分野です。

現在、トルクメニスタンには、再生可能エネルギー分野での協力を行うための条件が整備されて

いますので、近い将来、共に仕事をしていくことをぜひ真剣に検討していただければと思います。

情報としてお伝えさせていただきますが、現在我が国では、『2025～2030年の再生可能エネルギー

分野における国際協力の強化についての中期プログラム』が採択されるところです。 
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◆結び 

 尊敬する都梅会長、尊敬する代表団の皆様、我々に共通する目的は、貿易やインフラ、農業と

いった分野におけるトルクメニスタンと日本のパートナーシップを推進することです。また我々

には、技術分野でも協力発展の大きな可能性、互恵的な協力のための新たな機会創出の可能性が

ございます。 

 そこで、ご列席の皆様、企業の皆様、経済界の皆様には、議論に積極的に参加いただき、互い

のアイデアや解決策を共有し、今後の両経済委員会の活動の成果につながるプロジェクトや取り

組みを提案いただくよう呼びかけたいと思います。 

 皆様の貢献、皆様の経験は、共に発展戦略を策定し目標を達成する上で非常に貴重なものです。 

 本日の合同会議は、重要な議論と開かれた建設的な対話によって、充実したものになると確信

しております。 

 ご清聴ありがとうございました。 
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都梅博之・日本トルクメニスタン経済委員会会長／ 

伊藤忠商事㈱代表取締役 副社長執行役員 機械カンパニープレジデント 

基調報告 

 

 日本側議長として基調報告をさせていただきます。 

 さて、前回第14回合同会議はコロナ禍が明けて間もない2022年12月に東京で開催されたわけで

すが、それから２年、不安定化する国際情勢の下でも、トルクメニスタンと日本の協力関係は着

実な歩みを進めてまいりました。 

 前回以降の成果について述べますと、2023年12月にはジェプバロフ・トルクメニスタン国立対

外経済関係銀行総裁が、そして翌2024年１月には経済委員会のトルクメニスタン側会長でいらっ

しゃるメレドフ・トルクメニスタン副首相兼外務大臣が訪日され、我々日本側経済委員会と会合

を持ちました。このメレドフ副首相訪日の際には、経済産業省との間で非常に重要な政府間合意

である「エネルギートランジションに関する政府間覚書」が結ばれています。さらに３月末には、

トルクメニスタン貿易・対外経済省代表団の訪日を機に、日本貿易振興機構（ジェトロ）の主催

による「トルクメニスタン日本ビジネスフォーラム」が開催され、５月には、遠藤・日本トルク

メニスタン友好議員連盟会長がトルクメニスタンを訪問されたと伺っています。 

 そして８月、当時の岸田総理大臣の中央アジア訪問が実現せず、首脳会合が延期となったのは

誠に残念なことではありましたが、アスタナで開催された「『中央アジア＋日本』ビジネスフォー

ラム」において、トルクメニスタンと日本の間では、当社伊藤忠商事と国家コンツェルン「トル

クメンヒミヤ」との間の「『GTG-２』プロジェクトに関するロードマップ」を含む３つの協力文

書が披露されました。 

 

◆日本企業の活動の現状 

 これまで幾度も指摘されてきたことではありますが、近年のこのように活発な両国の協力関係

発展の礎となったのは、2015年10月のグルバングルィ・ベルディムハメドフ前大統領と安倍元首

相の間で合意された、「日本国とトルクメニスタンとの間のパートナーシップの深化に関する共同

声明」であります。日本の先端技術導入によるトルクメニスタンの社会・経済発展への貢献、特

にトルクメニスタンの豊かな炭化水素資源の高付加価値化という従来からの流れがこれを機に強

化され、二国間のビジネスを象徴する多くのプロジェクトが実現し、新たな生産施設が稼働を開

始しました。 

 具体的には、川崎重工業他によるマルィにおけるアンモニア・尿素肥料プラント、そしてオヴ

ァダン・デペにおける天然ガスからガソリンを作るGTGプラント、三菱商事、三菱重工業による

ガラボガズ・アンモニア・尿素肥料プラントなどがこれにあたります。これらのプロジェクトに

つきましては、本日、合同会議の最後に行われる署名式において、生産施設の維持・発展、ある

いは拡張・新規建設の検討などに関わる文書が署名される予定となっております。 

 また同様のガス化学分野では、キャンルィのエチレン・ポリマー案件に関与した実績のある東洋エ

ンジニアリングも、トルクメニスタンでの同分野での協力に関し、協議を行っていると伺っております。 

 また電力分野では、住友商事によって旧三菱日立パワーシステムズ（現三菱パワー）製の設備
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を用いたゼルゲル・ガス火力発電所が建設され、2021年９月に稼働しており、部品供給契約が幾

度も更新されております。 

 製品輸出の面では、やはり住友商事によるトルクメンガス向け掘削用鋼管輸出や、トルクメニ

スタン自動車運輸庁との協定に基づくトヨタ製自動車の供給契約が成功裏に継続されており、ト

ヨタ車については2024年11月に契約済みの全量2,110台の納入が完了したとのことです。 

 また、長年にわたりコマツの建設機械の供給が行われておりますが、コマツの建機については、

2019年10月に結んだ「水資源の管理および水資源の合理的利用プロジェクト実施に関わるトルク

メニスタン水利国家委員会との枠組み協定」に基づく供給も、引き続き順調に継続しているとこ

ろです。 

 

◆貿易が示す課題 

 このように、トルクメニスタンにおいて日本の技術・設備を高く評価いただいている状況を受

け、日本とトルクメニスタンの間の貿易額は2021年の約3,700万ドルから2023年は１億7,600万ドル

へと、直近３年間で約4.8倍に急増しました。さきほど、メレドフ副首相から2024年度の数字が披

露されましたけれども、2023年はこのような結果となっております。直近３年間で数字だけを見

ますと4.8倍に急増しておりますが、二国間の貿易は、日本からの輸出がその総額の99％以上を占

める極端な輸出超過です。これはすなわち、日本からの輸出が4.8倍になったということに他なり

ません。しかし2024年は一転、上半期で1,700万ドルと前年同期の４分の１に低下しており、個々

のプロジェクトの進捗に左右されやすく不安定である、という両国関係の課題が浮き彫りとなっ

ております。 

 

◆今後：租税条約 

 トルクメニスタンと日本の間の貿易・経済協力の発展を、より安定した、力強いものに変えて

いくにはどうすればよいか。これは毎回、合同会議のたびに協議され、議定書の冒頭に掲げられ

る重要なテーマです。 

 今後の取り組みと見通しについてですが、まず申し上げたいのは、本日の署名式においてトル

クメニスタンと日本の間でいわゆる「租税条約」が結ばれることです。租税条約は、課税に関わ

る法的安定性を確保し、二重課税の除去などを通じ、二国間の健全な投資・経済交流の促進に資

するものとされております。租税条約の調印によって両国のビジネスの発展のために法的なイン

フラが一層強化されることを、日本トルクメニスタン経済委員会は心より歓迎し、調印に向けた

両国関係各位のご尽力に深く感謝申し上げる次第です。 

 

◆今後：エネルギートランジション覚書 

 冒頭に申し上げました、2024年１月に結ばれた「エネルギートランジションに関する政府間覚

書」ですが、これは2018年10月にやはり経済産業省とトルクメニスタン外務省との間で結ばれ、

2019年に更新された「インフラ分野における協力に関する覚書（ロードマップ）」を、発展的に統

合したものです。 

 新しい覚書は、省エネルギー、再生可能エネルギー、水素、アンモニア、e-fuel、二酸化炭素回
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収・利用・貯蔵（CCUS）／カーボン・リサイクル技術、メタンリーク対策、高効率発電技術など、

利用可能なすべてのエネルギー源、技術および選択肢を活用した現実的なエネルギートランジシ

ョンの実現に向けて、日本とトルクメニスタンのエネルギー協力を促進・強化することを目的と

しています。 

 従来の日本の先端技術によるトルクメニスタンの炭化水素資源の活用という方向性に加え、こ

うした新しい分野に取り組み、新たなプロジェクトを立ち上げていくことにより、両国間の貿易・

経済協力関係の安定的発展に貢献していきたいと思っております。 

 

◆今後：プレーヤー拡大・輸入増加 

 ビジネス分野の拡大に加え、経済協力関係の発展に不可欠であるのは、ビジネス参入者層の拡

大です。そのための１つの方向性として、農業、食品加工、軽工業といった新しい分野を担う双

方の中小企業の誘致があります。 

 中小企業を含めた新規ビジネス・プレーヤーの掘り起しにつきましては、経済委員会の日本側

事務局であるROTOBOが、トルクメニスタン財務・経済省付属経済リスク予防庁をカウンターパ

ートとして、トルクメニスタン産業家企業家同盟、トルクメニスタン商工会議所など現地機関の

ご協力のもと、「日本トルクメニスタン投資環境整備ネットワーク」を通じた情報提供やビジネス

マッチング事業に取り組んでおります。この枠組みを通じた交流をさらに強化し、特にトルクメ

ニスタンからの輸出振興にご協力し、現在、極めて極端な日本からの輸出超過となっている二国

間貿易の構造を是正していくことが、今後の経済関係のより健全な発展に貢献するものと考えま

す。 

 一方、日本の中小企業の参入においては、ぜひトルクメニスタン側のご理解とご協力を賜りた

いのが、査証取得手続きの一層の緩和です。経済委員会会員のような、トルクメニスタンと継続

的に事業を行っている企業に対しては、数次査証発給手続きの簡素化によって、ビジネス環境が

大幅に改善してきております。他方、現在まだ事業を行っていない日本企業がトルクメニスタン

を訪れるには、まず査証のための招待状の入手が困難な状況です。現在、トルクメニスタンに興

味を持ち、これからパートナーを見つけ、これから事業を始めようという新たな日本企業が増え

ております。つきましては、このような新たな企業が気軽に現地を訪問できるよう、査証発給条

件の緩和と手続きの簡素化を賜りたくお願い申し上げます。 

 

◆今後：資金調達 

 最後に、化石燃料案件への公的資金提供の廃止を謳ったG7エルマウ合意が示す通り、炭化水素

分野のプロジェクトへの国際的な逆風が強まるなか、これを主流とするトルクメニスタン案件へ

の資金調達が引き続き課題となっております。これは、グルバングルィ・ベルディムハメドフ・

ハルク・マスラハティ議長が記された５つの指針の１つですが、引き続き「資金調達の多様化」

が必要とされており、2023年、住友商事のゼルゲル発電所向け予備部品供給案件にて、NEXIとイ

スラム投資・輸出保険機関（ICIEC）付保ベースでの新たなスキームでの融資が実行されました。

また、日本、欧州、米国銀行の興味も確認しており、協議を継続しています。しかし、やはり日

本企業としては、日本の輸出信用機関（ECA）よりの支援が最も期待されるところであり、以前
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よりお願いしている、融資の可能性を検討するために日本側が必要とするデータの開示をトルク

メニスタン政府に改めてお願いさせていただております。また、同じくさらなる日本政府のご支

援も賜りたく、お願い申し上げます。トルクメニスタンが日本の支援を必要としている案件は今

ここにあり、融資の期待がございます。しかし、トルクメニスタン側もいつまでも我々を待って

くれるわけではなく、経済団体としては焦りを感じております。新たな形で対応できるよう、我々

も最後まで努力を続けますが、この場をお借りして、改めて両国政府のご支援をお願い申し上げ

ます。 

 

◆結び 

 以上述べましたように、日本トルクメニスタン経済委員会および日本企業は、二国間ビジネス

の振興に努め、日本とトルクメニスタンの経済関係を強化することにより、トルクメニスタンの

長期的な経済発展に貢献してまいります。引き続き貴国のご支援とご協力を賜りたく、どうぞ宜

しくお願い申し上げます。 

 最後になりましたが、本日の合同会議がご参加の皆様、ならびにトルクメニスタンと日本の関

係発展において実り多いものとなることを祈念し、私の基調報告の締めくくりとさせていただき

ます。どうもありがとうございました。 

 

【メレドフ副首相コメント】 

 とても興味深い基調報告をいただきありがとうございます。建設的なご報告でした。具体的な提案

があり、経済協力発展のために我々が解決すべき課題も盛り込まれておりました。コメントとして２

点申し上げたいと思います。 

 

 トルクメニスタンの現在の査証体制については、これまでの合同会議でも話し合いがなされてきま

した。都梅会長からもさきほど改めて強調いただきましたが、そうした話し合いの結果、日本企業の

皆様に対して新たな可能性が提供されました。長期にわたってトルクメニスタンで業務を行っておら

れる企業の方に対して、長期のマルチビザがすでに発給されております。また現在も我々は取り組み

を続けております。 

 では、現状ではトルクメニスタンでの実績はないけれども、我が国とのビジネスを希望している企

業の皆様に対してですが、我々は常にそのような方々を歓迎しております。そのため、査証発給の簡

素化について実務レベルで話し合い解決することができるかと思います。アプローチの１つとなりう

るのは、例えばトルクメニスタン商工会議所が招聘元となることです。トルクメニスタンの商工部門

の責任を持つ組織ですので、外国企業の招聘元になることは可能だと思います。在トルクメニスタン

日本大使館あるいは在日トルクメニスタン大使館に宛てたレターに基づいて招聘文書が発行される、

ということも可能かもしれません。具体的な提案として近いうちにこの問題は解決することができる

かと思います。 

 いずれにせよ、我々の目的は１つです。それは日本のビジネスの方々が我が国を訪問するための最

も快適な条件を整備し、ビジネス関係を確立すべく協議し、将来の具体的なプロジェクトの実施につ

なげるいうことです。 

 

 次に２点目ですが、日本企業がトルクメニスタンで実施するプロジェクトのファイナンスを実現可

能にするために必要なデータの提供についてです。この件はさきほど行われたばかりの二者の会合で

具体的にお話をしたところで、都梅会長そして日本の同僚の皆様に私は約束をいたしました。明日も

二者間の会合が予定されていますので、その中で、現在トルクメニスタン側に存在する、すべての必

要な情報が提供されると思います。こうしたデータの準備と提供に関して我々は経験を持っておりま

すので、その経験に基づき作業を続けます。 

 JBICを含め、日本の銀行から我々が受けることができる可能性のある融資に関する問題は、国際的
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な金融機関のミッションが作成するトルクメニスタンの経済状況に関する評価レポートに直接関係す

るということを我々はよく認識しています。 

 

 それから３点目は、大規模なプロジェクトにかかる作業を加速することです。そのうちの１つにつ

いては、詳細な意見交換を行い、できるだけ早期に契約を締結できるよう、作業を進めるべくそれぞ

れが一定の義務を負いました。私の報告で尊敬するトルクメニスタン大統領の訪問についてお話しし

ましたが、本日そして明日、当該のプロジェクトに関与するトルクメニスタン側、日本側の然るべき

機関同士が直接連絡を取り、作業を続けます。 
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＜報告：日本とトルクメニスタンの協力の現状と発展の展望＞ 

テーマ１：貿易・経済分野、石油・ガス、化学、グリーンエネルギー分野における協力 

 

ジョラエフ・トルクメニスタン財務・経済大臣 

報告 

 

 尊敬するメレドフ様、尊敬する都梅様、ご列席の皆様、心より皆様を歓迎し、実り多い成功を

お祈りいたします。 

 ご存知の通り、トルクメニスタンは発展した産業と輸送、安定した農業セクターを持ち、持続

的な発展をしている国です。国の経済は高いテンポで安定的に成長しており、世界経済ならびに

地域経済への統合を進めています。 

 2023年および2024年１～10月の実績について、GDP成長率は6.3％でした。2023年の投資総額は

111億ドルでした。2024年１～10月の投資額実績は105億ドルです。前年同期比では29.2％伸びてい

ます。これにより、様々な経済分野における投資プロジェクトの実現が可能となりました。 

 日本とトルクメニスタンの貿易・経済協力は、ダイナミックに発展しているということを強調

させていただきます。主にトルクメニスタンが日本から輸入をしています。具体的には、技術設

備、電気機械、陸上輸送機器、宝飾関連・光学設備、鉄製品、化学製品などを輸入しています。 

 トルクメニスタン国内で日本企業が参加しているプロジェクトは43件ございますが、その中で

特に規模の大きなものは、天然ガス精製プラント、アンモニア・尿素製造プラント、硫酸製造プ

ラント、そしてポリエチレン・ポリプロピレン製造プラントの建設です。また「アシガバード・

テキスタイル・コンプレクス」やセルダルの紡績工場に代表されるような繊維工場の建設、さら

には鉄道の近代化も行われています。このほか、レバプ州のガスタービン発電所の設計・建設も

あります。そしてコマツの様々な種類の技術が供給されています。 

 トルクメニスタンでは、日本の資本が参加する４社の法人が登記されております。日本企業と

の協力が行われているのは、石油・ガス、化学、繊維、輸送、エネルギー、コンサルティングサ

ービスといった分野です。特に近年、両国間の連携で重要な方向性となっているのは、グリーン

エネルギー分野です。 

 トルクメニスタン大統領がイニチアチブを取り、大規模な改革が国内で行われています。その

目指すところは、経済における原料依存度を下げること、加工産業や近代的産業、産業インフラ

を整備すること、石油・ガス、化学分野で新たな生産施設を立ち上げること、またハイテクで国

際市場において競争力のある高付加価値製品を生産することを目的とした、建材、医薬品、輸送

およびデジタル経済の分野で産業を創設することです。 

 また、将来的に二国間パートナーシップの優先的分野となるのは、電力、石油化学・ガス化学、

エンジニアリング、輸送インフラ、スマート農業、グリーン経済といった分野です。 

 2024年における重要な出来事となったのは、１月にトルクメニスタン外務省と日本の経済産業

省の間で「エネルギートランジションに関する政府間覚書」を調印したことです。この覚書は、

エネルギー分野における二国間関係の発展に新たな弾みを与えるものとなります。 
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 さて、本合同会議の枠内では、所得税の二重課税の除去に関するトルクメニスタンと日本の租

税条約も調印が予定されています。これにより、両国の法的基盤の改善、投資協力基盤の改善が

可能となります。 

 投資はトルクメニスタンにとって最大の優先事項の１つです。特に直接投資が重要です。我々

は日本企業の皆様からの直接投資を歓迎しており、トルクメニスタン経済の優先分野に対する直

接投資を支援する用意がございます。 

 近年、交渉が続いている両国間の投資促進保護協定について、草案の合意作業が完了に近づい

ています。同意作業が完了すれば、トルクメニスタンと日本のポテンシャル活用の幅をより拡大

することが可能となります。 

 このメッセージに日本のパートナーの皆様が関心を持ってくださり、そしてより積極的な経済

協力をしていただけることを期待しています。 

 ご清聴ありがとうございました。 
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石井秀彦・経済産業省ロシア・中央アジア・コーカサス室長 

報告「日本とトルクメニスタンの二国間貿易・投資促進について」 

 

 経済産業省ロシア・中央アジア・コーカサス室長の石井でございます。本日の第15回日本トル

クメニスタン経済合同会議の開催を心よりお祝い申し上げます。 

 メレドフ副首相をはじめとしたトルクメニスタン日本経済委員会の皆様、そして都梅会長をは

じめとする日本トルクメニスタン経済委員会の皆様におかれましては、日頃より両国間のビジネ

スの促進と経済関係の強化にご尽力いただきまして、深い感謝を申し上げます。 

 1994年から30年の長きにわたって本会議が開催されてきたことは、両国の良好な関係に加えて、

実際のビジネス案件が着実に成果を生んできたことの証だと考えております。 

 トルクメニスタンをはじめとする中央アジアは、アジアと欧州をつなぐ地理的な要衝にあると

捉えております。2024年８月に開催を予定しておりました「中央アジア＋日本」対話・首脳会合

および二国間首脳会合は、日本で起きた地震の影響により残念ながら延期となりましたが、この

協力関係を強化するという方針に変わりはございません。 

 トルクメニスタンは世界有数の天然ガス埋蔵量を誇り、また経済発展の大きなポテンシャルを

有しています。日本企業もこれまでプラント建設等で貢献し、長きにわたって信頼関係を構築し

てまいりました。 

 例えば、日本企業が建設した世界初のガソリン製造プラントや肥料プラントは、トルクメニス

タンの基軸産業の確立や、外貨獲得に大きく貢献してきたと考えております。また、ガス火力発

電所の建設およびメンテナンス、建機納入などのインフラ整備においても、トルクメニスタンの

産業基盤強化の一翼を担っています。 

 これらの実績は、両国間の強固な協力関係の証であり、トルクメニスタンの豊かな資源と日本

の優れた技術が融合した、ベスト・プラティクスです。このような両国間の協力がさらに進展す

ることを強く期待しております。 

 近年では、気候変動問題への対策が求められるなか、経済成長とエネルギー安定供給、この両

立を図りながらいかにカーボンニュートラルを実現していくかが非常に重要になっており、これ

は各国共通の課題でございます。皆様にもご紹介いただきましたけれども、2024年１月、日本政

府とトルクメニスタン政府は、メレドフ副首相と齋藤前経済産業大臣との間で「エネルギートラ

ンジションの実現に向けた政府間の協力覚書」を締結いたしました。両国間の経済・エネルギー

関係発展に向けた連携を強化しているところです。さきほどメレドフ副首相、また都梅会長から

もご紹介をいただきましたが、この覚書を基に、カーボンニュートラルに向けたロードマップ策

定を進めるとともに、省エネルギーの推進、プラント等のメタンを含めた温室効果ガス排出の削

減、水素・アンモニアにおける技術開発での協力を後押ししていきたいと考えております。 

 次に、トルクメニスタンへの投資や案件組成を進めるためには、投資環境のさらなる整備が有

用だと考えています。日本企業からは、これまでトルクメニスタン政府から頂いたご配慮への感

謝の声を聞いておりますが、新たなビジネスをさらに進めていくために、２点申し上げます。 

 １つ目は、査証発給手続きについてです。トルクメニスタン外務省や在京大使館をはじめとす

る関係者のご尽力によって、2024年より有効期間１年間以上の数次査証を発給いただけるように
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なり、改めて感謝申し上げます。メレドフ副首相からは、さらなる制度改正を始めていると伺い

ました。プロジェクトを円滑に進めるためにも、①数次査証の発給対象を契約協議中のプロジェ

クト関係者等にも拡大する、②日本企業から直接トルクメニスタン入国管理局に招待状の取得を

申請できるようにする、③入国管理局における審査を簡素化し査証発給に要する日数を短縮する、

といった対応を検討いただきたく思います。 

 ２つ目は、通信環境の整備についてです。現行の制度では、特定のウェブサイトにアクセスす

るための申請にかなりの時間を要するなど、日本企業が行動する上で、時間とコストを要してい

る状況がございます。ぜひとも手続きの簡素化や制限の緩和をご検討いただきたく宜しくお願い

申し上げます。 

 この２点につきましては、トルクメニスタンへの新規の参入者を含めて、日本企業とトルクメ

ニスタンの関係機関が共にビジネスを促進していくために重要であると考えておりますので、ご

高配を賜りますようお願いいたします。 

 最後になりますが、2025年４月13日には大阪・関西万博が開幕いたします。そして、開幕の翌

日である４月14日には、世界に先駆けてトルクメニスタンがナショナルデーを迎えます。開幕に

向けた準備におけるトルクメニスタン側のご支援に改めて感謝を申し上げますとともに、大阪に

て皆様と再度お会いできることを大変楽しみにしています。万博を見据えてさらなるプロジェク

トを組成すべく、皆様と一層連携していきたいと考えております。 

 本日の会議では、両国間の協力関係の強化に向けた議論がさらに進展することを心より祈念い

たしまして、私からの報告とさせていただきます。ご静聴ありがとうございました。 

 

【メレドフ副首相コメント】 

 石井様、ご提案について感謝申し上げます。ご提案についてはできるだけ早い時期に検討したいと

思います。いくつかのご質問について、特に査証については、さきほども述べたところですが、具体

的な解決策をご提案したいと思っております。 
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ジェプバロフ・トルクメニスタン国立対外経済関係銀行総裁 

報告 

 

 尊敬するメレドフ様、尊敬する都梅様、尊敬する代表団の皆様、ご友人の皆様、本日の会議に

ご参加いただいた皆様にご挨拶申し上げます。また私をこの重要な会合にお呼びくださり感謝申

し上げます。 

 両国間の金融・経済における相互協力は、戦略的で安定した、長期にわたるものとなっていま

す。日本企業とその技術は、本日これまでに述べられていたように、トルクメニスタン経済の多

角化および持続的な経済成長において重要な役割を果たしています。例えばガス化学分野での

様々なプロジェクト、電力分野でのプロジェクトがあり、また日本製品の供給もございます。 

 強調したいのは、これらのプロジェクトが、JBICやNEXI、商業銀行ではみずほ銀行、三菱UFJ

銀行、三井住友銀行、ドイツ銀行、アイエヌジーバンクエヌ・ヴィ東京といった日本の金融機関

のファイナンスを受けたものであるということです。2010年以降、13件のクレジット契約が結ば

れており、その総額は40億ドルを超えます。 

 トルクメニスタン政府は、対外債務の履行を期日通りに行うことを、とても重要視しておりま

す。日本に対しても同じです。2024年12月１日時点の日本に対する債務残高は11億ドル超で、こ

れはすべての対外債務残高のうちの36％になります。元本の返済と利子の返済は期日通りに行わ

れています。そのためトルクメニスタンは、有望な投資プロジェクトを共同で実施していく上で

の信頼できるパートナーと言えると思います。 

 さらに、格付け会社「フィッチ・レーティングス」のレポートによれば、2024年上半期のトル

クメニスタンの対外債務は対GDP比で3.8％に縮小しています。同社の予測によれば、2026年末に

は対外債務の対GDP比は2.9％まで縮小します。 

 また「フィッチ・レーティングス」は、我が国のソブリン格付けを「B+」から「BB-（安定的）」

に引き上げました。この決定は、国のバランスシートが大きく改善していること、外貨準備高の

増加、規律正しい政府の財務政策に基づいたものです。 

 上述した点を踏まえて、日本の企業および金融機関との密接な協力を続けていくことが適切で

あると考えています。現在、例えばアンモニア・尿素製造プラントやGTG第２プラントの建設、

また鋼管、浚渫機械、トヨタ車など日本製品の供給といったプロジェクトの共同実施が検討され

ています。 

 これらのプロジェクトの可能なファイナンス源として、価格が許せばですが、外国のクレジッ

トを含め、我々は様々な形を考えているということを強調させていただきます。 

 JBICやNEXIとは互恵的な協力を今後も続けていきたいと考えています。また、我々が提案して

いますのは、国際的な経験や経済協力開発機構（OECD）の規則に基づいて、通貨ごとにファイ

ナンスをストラクチャリングする可能性を検討することです。その通貨としては円、ユーロ、ド

ルなどがあるかと思います。こうすることによって、クレジットのコストを大幅に下げられると

考えています。また、プロジェクトの内容によっては、欧州の輸出信用機関（ECA）や米国の金

融機関など、様々な金融機関の参加を検討することを提案します。これはJBIC融資の代替となる

ものです。 
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 同様に指摘したい点として、現在トルクメニスタンは、気候・環境への脅威や現代の課題を踏

まえ、脱炭素分野で日本と効果的に協力するため、日本が提案する二国間クレジット制度（JCM）

への参加の可能性を検討しています。 

 最後に、両国関係の包括的な発展を促進するような、平等で互恵的な協力への用意が我々には

あるということを改めて強調させていただきます。 

 本日の会議のすべての参加者の皆様に、実りある成果と素晴らしい結果、互恵的な協力の成功

をお祈り申し上げます。 

 ご清聴ありがとうございました。 

 

【都梅会長コメント】 

 我々の方も有効で競争力のあるファイナンスを検討して、日本が関与するプロジェクトに沿うよう

な形にしていきたいと思っておりますので、引き続きご指導を宜しくお願いいたします。 

  



29 

 

 

 

 



30 

 

 

 

 



31 

 

 

 

 



32 

 

 

 

  



33 

 

 

浅元薫哉・（独）日本貿易振興機構（ジェトロ）企画部主幹 

報告「トルクメニスタンとのビジネス機会創出のためのジェトロの役割」 

 

 皆様こんにちは。ただいまご紹介いただきました、日本貿易振興機構（ジェトロ）の浅元と申

します。私からは、トルクメニスタンとのビジネス機会創出のためのジェトロの役割についてプ

レゼンテーションいたします。 

 ジェトロは日本の通商政策に基づき、日本と海外との貿易・投資を支援する政府系機関です。

日本のすべての都道府県に拠点を持っているほか、海外には56カ国に76事務所を有しています。

中央アジアにはウズベキスタンのタシケントに事務所を持っており、タシケント事務所がトルク

メニスタンを含む中央アジアをカバーしています。 

 ジェトロの主な活動分野は、①イノベーション創出支援、②農林水産物・食品の輸出促進、③

日本の中堅・中小企業の海外展開支援、④海外市場の調査研究と日本企業への情報提供の４つで

す。簡単に言うと、日本企業に対する海外ビジネスに関する情報と機会の提供になります。 

 情報の提供については、我々が海外ネットワークを通じて入手した情報を日本企業にお届けし

ています。トルクメニスタンはまだまだ日本では未知の国です。ビジネス機会の創出のためには、

日本企業にトルクメニスタンについてもっと知ってもらうことが重要と考えております。 

 ジェトロは海外のビジネス情報をジェトロのウェブサイトを通じて発信しています。トルクメ

ニスタンに関する情報も発信しております。最近では、中国や韓国、欧米の首脳による中央アジ

アへのアプローチ強化や、物流環境の整備の動きなどを取り上げています。これからも、日本企

業にトルクメニスタンについて知ってもらうために情報を発信していきますので、経済やビジネ

スに関する情報があればぜひご提供いただければ幸いです。 

 ジェトロの重要な任務の１つは、日本の製品や食品の海外販路開拓支援です。日本企業の海外

展示会への出展支援や、海外から有望なバイヤーを日本に招へいし商談会を開催することで、日

本からの輸出支援を行っています。中央アジアの中でも所得水準が高いトルクメニスタンにおい

て、日本の製品や食品を買いたいという有望なバイヤーがいらっしゃいましたら、ぜひご紹介い

ただければと思います。 

 ジェトロには海外から日本に輸出したいというご相談もあります。この場合、ジェトロが運営

するビジネスマッチングサイト「e-Venue」をご利用いただければと思います。こちらのサイトで

は、外国企業は日本への輸出を含む様々なビジネスプロポーザルを無料で登録することが可能で

す。英語で情報を登録いただければ、ジェトロが日本企業向けに日本語に翻訳します。ぜひ日本

企業とのビジネスを行うきっかけづくりに、「e-Venue」をご活用いただければと思います。 

 ジェトロではこのほか、外国の要人が訪日する機会を捉え、セミナーやフォーラムを開催する

ことで、日本企業への情報提供や、外国のキーパーソンへアクセスする機会の提供を行っていま

す。最近トルクメニスタン関係では、2024年３月に貴国から官民の代表者が訪日する機会を捉え、

東京でフォーラムを開催いたしました。 

 フォーラムには約100名に上る多くの日本企業関係者に参加いただきまして、参加者からは「ト

ルクメニスタンという国についてほとんど知らなかったが、新しい発見となった。今後、可能性

も探っていきたい」というコメントがありました。ガスや化学などの伝統的な産業以外にも、建
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設、水産業のトルクメン企業も紹介できました。参加者からも「エネルギーにとどまらず、様々

な分野でポテンシャルがあることが分かった」という声があり、大変有意義でした。 

 またフォーラムの場では、ジェトロとトルクメニスタン貿易・対外経済省の間で協力覚書を締

結しました。 

 この３月に締結した協力覚書を基に、ジェトロは2024年５月にトルクメニスタンに日本の中

堅・中小企業からなるビジネスミッションを派遣しました。参加した企業から、電気代や人件費

が安価である点、政治や財政が安定していること、勤勉なワーカーを評価する声をいただきまし

た。参加した企業１社は、その後繊維産業協力の関係で、トルクメン側組織と協力文書を締結し、

早速成果が出ています。その後も交流が続いていると聞いております。 

 先ほどからご案内の通り、2025年は大阪で国際博覧会、いわゆる大阪・関西万博が開催されま

す。ジェトロは万博の機会を利用して、参加各国や日本の機関と協力して海外との経済関係強化

に取り組むことが組織的な計画にも定められています。貴国からも、万博期間中にビジネスフォ

ーラムを開催するご意向を聞いておりますので、ジェトロとしても開催を支援できるよう努めて

いく所存です。 

 ジェトロはこれからも日本政府や、ROTOBOなど日本の関係機関と協力して、日本とトルクメ

ニスタンとの間のビジネス発展に貢献していきたいと考えております。 

 ご清聴ありがとうございました。 

 

【都梅会長コメント】 

 ５月にジェトロが日本企業の派遣をして、成果が見えてきているというのは非常に心強く思います。

繊維産業は日本の元々の基幹産業ですので、様々な新しい協力関係ができることを祈っております。 

 

【メレドフ副首相コメント】 

 我々の経済協力の拡大のためご尽力いただいていることに感謝申し上げます。ジェトロとはこれま

でに幹部の皆様とお会いし、今後のさらに密接なパートナーシップを構築していくための協議を行っ

てきております。この場をお借りして、浅元様、またジェトロ幹部の皆様に対して、これまでの会合

で合意した内容を順調に実施していただいていることに感謝申し上げます。 

 浅元様より様々な具体例をお示しいただきましたが、トルクメニスタンと日本の間では、2024年３

月に東京において、ジェトロの主催で初めて中小企業が参加するビジネスフォーラムが行われました。

さらに2024年５月にはビジネス代表団をトルクメニスタンに派遣していただきました。これは我々の

パートナーシップを拡大する大きなステップになっていると思っています。ありがとうございます。

共同ビジネスの実施に向け、今後もこうした機会を活用させていただきたいと思っております。 
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ババエフ・国営コンツェルン「トルクメンガス」総裁（国務大臣） 

報告 

 

 尊敬するメレドフ会長、尊敬する都梅会長、ご列席の皆様、トルクメンガスを代表し、第15回

合同会議へのご参加を歓迎申し上げます。皆様の実りある成果をお祈り申し上げます。 

 現在、ガス分野におけるトルクメニスタンと日本パートナーシップ発展の非常に重要なメカニ

ズムとなっているのが、まさにこの経済委員会です。トルクメンガスには著名な日本企業との良

好な協力の経験があり、それによりトルクメニスタンでは様々なガス分野のプロジェクトが成功

裏に実施されております。 

 ご存知の通り、第13回合同会議の席上において、トルクメンガスと三菱商事の間ではガルキニ

シュ鉱床の開発に関するPre-FEED契約が結ばれました。 

 蓄積された経験を考慮し、トルクメニスタンと日本のガス分野におけるパートナーシップのも

と、我々トルクメンガスは、ガルキニシュ鉱床開発の第４フェーズにおける、井戸および年間生

産能力100億㎥のガス生産施設のターンキー方式による設計・建設のための国際入札に参加くださ

るよう、日揮ホールディングスや千代田化工建設、東洋エンジニアリング、川崎重工業、三菱重

工業といった日本の大企業の皆様に対して招待状をお送りしたところです。我々トルクメンガス

は、日本企業との大規模プロジェクトの共同実施に関心を持っていることを強調させていただき

ます。 

 また、この2024年12月11日にはトルクメンガスと住友商事との間で、ガルキニシュ・ガス鉱床

開発のためのケーシングパイプおよびチュービングの供給に係る、総額１億3,300万ドル超の契約

が結ばれたことを申し上げたいと思います。 

 尊敬する会議参加者の皆様、我が国のグローバル・メタン・プレッジ（GMP）への参加は、大

気中へのメタン排出量を削減するために国家レベルで措置を講じることにより、気候変動問題に

おける国際的な取り組みを支援する我々の用意と決意を改めて確認するものです。 

 これに関連して、我々は環境への悪影響を最小限に抑え、天然資源を合理的に使用するよう努

め、自身の活動の環境的な側面により一層の注意を払っています。 

 メタン排出量を評価するための研究作業の結果に基づいて、2025年に我々は、施設の近代化と

再建、またそれら施設への新技術の導入とメタン排出をなくすために必要な設備の供給に関する

国際入札を行う予定です。 

 また、トルクメニスタンの石油・ガスプラント発展計画の実現において、現在トルクメンガス

は、ガス鉱床の開発、井戸の大規模改修、新たなコンプレッサーステーションの建設、自動化シ

ステム「SCADA」の導入に積極的に取り組んでいます。このほか、地下ガス貯蔵施設の建設や、

ガス分野における安全でハイテクな設備を導入するための他の分野の開発を計画しています。 

 同僚の皆様、このような内容を踏まえ、トルクメンガスは関心を持ってくださる日本企業の皆

様による、製品・サービス供給を含めた、有望プロジェクトへの積極的な参加をお願いしたいと

思います。 

 最後に、我々は今後も、日本のビジネスパートナーの皆様との長期にわたる互恵的な協力を強

化していきたいということを強調させていただきます。ご清聴ありがとうございました。 
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寺前和成・川崎重工業㈱水素SCプロジェクト部プロポーザルマネージャー 

報告「川崎重工のトルクメニスタンでの活動のこれまでの過程、現在、将来」 

 

 川崎重工業の寺前と申します。私は紹介いただいておりますGas To Gasolineプラントのプロジェ

クトマネージャーという立場で業務を担当しております。本日は、弊社のトルクメニスタンでの

活動のこれまでの過程、現在、将来、というテーマで、2019年に完工いたしましたGas To Gasoline

プラントのご紹介を交えながら発表させていただきます。 

 まず当社のトルクメニスタンにおける活動の実績ですが、2005年にセメントプラントを納入し

たことを皮切りに、2014年にはマルィにアンモニア・尿素製造プラント、2019年には天然ガスか

らガソリンを製造するプラントを納入しております。 

 トルクメニスタンの首都アシガバード市の北部約40㎞に位置する土漠内にGTGプラントは建設

されました。見渡す限り土漠が続く何もないところにゼロからプロジェクトを立ち上げました。 

 本プラントは、天然ガスを原料として年間60万ｔもの高品質ガソリンを製造する設備です。ガ

ソリンを製造するプラント心臓部のほか、付帯設備として水処理設備、ボイラー・空気分離設備、

ガソリン貯蔵出荷設備があります。 

 今回のプラントの特徴と意義について説明いたします。GTGプラントは、天然ガスからメタノ

ールを合成し、その後ガソリンを合成するプロセスで、商用機としては世界初のプラントとなり

ます。ギネス記録にも登録されました。天然ガスから合成した高品質なガソリンは重金属・硫黄

などの不純物を含まず、先進国の厳しい環境基準にも対応したものとなります。従来の原油から

精製したガソリンとは異なり、天然ガスの改質によりガソリンを製造するため、副生物や廃棄物

がなく環境に優しい設備です。 

 続きまして、プロジェクトスケジュールについて簡単にご説明いたします。本件は2014年８月

26日に契約調印をいたしました。2015年１月に契約が発効され、総工期４年半において、無事2019

年６月に完工式を執り行いました。また現地建設工事においてピーク時には１日約6,000人が従事

しました。ガソリンなど爆発を伴う流体を扱う現場にて、当社およびコンソーシアムから１件の

重大災害もなく完工できたことは、非常に重要な意義があるものと思っております。 

 プラント完工式は、2019年６月28日に行われました。トルクメニスタン政府がトルクメニスタ

ン航空による直行便を手配してくださり、そのおかげでベルディムハメドフ前大統領、日本から

国会議員、政府・企業関係者など多数の参加者があり、盛大に開催されました。磯﨑元経産副大

臣には、安倍元総理大臣からの完工式開催の祝辞を代読いただき、両国の経済協力の強化への期

待の言葉をいただきました。 

 本プロジェクトは、日本政府からも質の高いインフラ輸出の支援案件と位置付けられ、皆様に

多大なサポートを頂きました。 

 GTGプラントの現在ですが、豊富な天然ガス埋蔵量を持つトルクメニスタンの輸出多様化を可

能にし、プラント製品であるガソリンは周辺国であるウズベキスタン、ジョージアなどに多く輸

出され、トルクメニスタンの外貨獲得に大きく貢献しています。また、トルクメニスタンは国内

用ガソリンを輸入していましたが、GTGプラントのおかげでエネルギー自給率を改善しておりま

す。 
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 また、GTGプラントはトルクメニスタンに多くの雇用を創出し、トルクメニスタンの技術者育

成にも貢献しています。建設時に従事した方の８割が、現地の方でした。建設と並行してプラン

トの各セクションの運転教育も各国で行い、試運転から現地の技術者と共に実施をいたしました。

プラント引き渡し後も弊社の技術者を派遣する契約を締結し、GTGプラントの安定稼働、技術者

の育成に協力しています。この点はトルクメニスタン側からも高い評価を頂いております。 

 GTGプラントの将来についてですが、まず世界情勢が大きく変わっている今日、安定した永世

中立の資源国であるトルクメニスタンの役割は非常に大きくなっており、世界の注目をより集め

ております。 

 これまで述べてきましたように、マルィ肥料プラントおよびGTGプラントは、輸出の多様化に

より、トルクメニスタンの経済に大きく貢献しています。2024年には、両プラントの安定稼働を

目的とした包括メンテナンス契約をトルクメンヒミヤと締結いたしました。 

 トルクメニスタン側と弊社は、ここに同席するルネッサンス社、伊藤忠商事殿の協力を得てGTG

プラントの第２弾、GTG-2を実施したいということを確認してきました。またGTG-2の実現に向

け、メタンリーク対策も実施が予定されています。GTG-1プラントと同様にGTG-2は二国間の強

固な協力関係のシンボルになると確信しております。 

 ご清聴ありがとうございました。 

 

【都梅会長コメント】 

 GTGプラントについては、ギネスブックにも載っておりますように、非常に品質の高い、高付

加価値製品を生産しておりまして、メレドフ副首相がおっしゃった「高付加価値製品のトルクメ

ニスタンからの輸出」にも大きな貢献をしている事業だと思います。ぜひとも第２フェーズの早期
実現を願っておりますので宜しくお願いします。 

 

【メレドフ副首相コメント】 

 GTGプラントはトルクメニスタンの化学分野における旗艦プロジェクトの１つであり、国際的にも

高品質な製品を生産いただいています。そして私は、これは「始まり」だと確信しております。つま

り、このGTGプラントが川崎重工業と共にGTG-2に続いていくことを期待しております。 
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サプバエフ・国営コンツェルン「トルクメンヒミヤ」総裁 

報告 

 

 メレドフ様、都梅様、ご列席の皆様、まず申し上げたいのは、これまでに両経済委員会が行っ

てきた充実した建設的活動により、化学産業を含む様々な経済分野でいくつもの共同プロジェク

トが成功裏に実施されてきたということです。 

 我々トルクメンヒミヤのパートナーとなっていただいたのは、川崎重工業、三菱重工業、三菱

商事、双日、旧三井造船（現三井E&S）などの日本の著名な企業です。 

 私からは、日本企業の参加により我々が実施してきたこれまでのプロジェクトについて簡単に

お伝えし、我々の協力の発展・拡大の可能性についても言及させていただきます。 

 双日と川崎重工業のコンソーシアムには、マルィでのアンモニア・尿素製造プラント建設プロ

ジェクトに参加いただきました。本プラントは2014年に稼働が始まっています。 

 2016年には旧三井造船（現三井E&S）、ルネッサンス社のコンソーシアムにより、トルクメナバ

ード化学プラントに年間生産能力50万ｔの硫酸製造プラントが建設されました。 

 三菱商事とギャップインシャート、そして三菱重工業のコンソーシアムは、ガラボガズで2019

年に年間生産能力115万ｔの尿素製造プラントの建設を完成させました。 

 アハル州では2018年にGTGプラントが稼働を開始しました。同プラントの建設には川崎重工業

とルネッサンス社が参加しました。 

 そして2018年には、東洋エンジニアリングの参加によって、バルカン州にポリエチレン・ポリ

プロピレン製造プラントの建設が完了しました。年間生産能力はポリエチレンが38万ｔ、ポリプ

ロピレンが８万ｔとなっています。 

 ここで指摘したいのは、こうした我々の共同プロジェクトは、JBICとNEXIを含む、日本の先進

的な金融機関の参加によって実現されたということです。 

 現在、メンテナンスとスペアパーツの納入に係る７つものプロジェクトがトルクメンヒミヤと

川崎重工業、三菱重工業、三菱商事といった日本企業との間で動いています。 

 皆様、我々は日本のパートナーの皆様との協力を高く評価しており、この協力の継続と拡大に

強い関心を持っています。そのために必要な条件はすべて揃っていますし、双方の関心もござい

ます。 

 トルクメンヒミヤは、自身の計画に沿って近い将来、以下に挙げたものを含む一連の有望な新

規投資プロジェクトの実施を予定しています。その資金調達は、化学産業への大規模な投資誘致

によって確保していきたいと考えています。 

- バルカン州において年間66万ｔのアンモニアおよび年間115万5,000ｔの尿素を生産する

プラントの設計・建設 

- アハル州において天然ガスから年間60万ｔのガソリンを生産するプラントの設計・建設 

 これらのプロジェクトへの参加にすでに関心を示しているのは、三菱重工業、三菱商事、川崎

重工業、伊藤忠商事などの日本企業です。 

 尊敬する会議参加者の皆様、本日の合同会議の枠内で我々は、トルクメンヒミヤと日本企業の

協力強化を証明する４つの文書に調印いたします。 
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 最後に、日本のパートナーの皆様に、トルクメニスタンの化学分野における新規プロジェクト

への積極的な参加を呼びかけたいと思います。そして我々は、互恵的で平等な協力の拡大への用

意ができているということを改めて述べさせていただきます。 

 ご清聴ありがとうございました。 
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【テーマ１に関するメレドフ副首相総括コメント】 

 貿易・経済、石油・ガス、化学、グリーンエネルギー分野における協力というテーマ１の報告を完

了しました。これまでの発言について総括し、次のことを提案したいと思います。 

 １つ目は、中規模の脱炭素プロジェクトの実現に向けて、JCMのメカニズム活用に関する協議を実

施することです。 

 ２つ目は、日本企業によるトルクメニスタンからの高付加価値製品の輸出を促進する仕組みを構築

することです。 

 ３つ目は、回収されたメタンを原料として使用する可能性を模索し、メタンリーク対策に取り組む

ための相互作用メカニズムを構築することです。何の話かと申しますと、GTG-2プロジェクトの実施

準備にも関する話ということです。このテーマについてはまた別の協議の議題となりますので、ここ

で詳細については触れないことといたします。 

 ４つ目は、グリーンエネルギー・水素エネルギーに関する日本の経験を学び、近代的ハイテク産業

を創出するための仕組みを確立することです。 

 そして５つ目は、GTG-2プロジェクトの件も含め、ロードマップ実施の一環として、パリ協定に基

づいて更新されたトルクメニスタンのNDCの準備に関する協議を実施することです。本日、これにつ

いては都梅様との面談の中で詳細に話し合い、私から日本の同僚の皆様に、トルクメニスタン側で近

年どのような進展があったのかをご説明いたしました。 

 ただいま申し上げた５つの点について、コメントをいただければと思います。都梅様の方でもテー

マ１について総括コメントがあれば、あるいは具体的なご提案がありましたらお聞かせいただけます

と幸いです。 

 

【テーマ１に関する都梅会長総括コメント】 

 メレドフ副首相、ありがとうございました。ご指摘いただいた点は、正しく共感できるものでござ

います。１つ目の、中規模な脱炭素を目指したプロジェクトについては、現在日本側では佐々木大使

が中心となってJCMの有効利用に関してお話をしていただいていると聞いておりまして、早くそのコ

ンセプトの合意ができるような形にしていただければと思います。 

 日本企業による高付加価値製品の製造・輸出のための融資に関しましては、さきほどご報告いただ

きましたジェトロとの協力関係の下で、非常にハードルの高い目標だと認識はしておりますけれども、

経済合同会議の大きなテーマの１つとして積極的に努力を続けていきたいと思います。 

 メタンの漏出を防ぐメカニズム構築、そのメカニズムの中でのGTG-2の役割、それからNDCに関し

ては、GTG-2も含めた協議は非常に重要だと思っておりますので、全力でこのテーマを進めていきた

いと思います。 

 本日、日本側から参加していただいているいくつかの企業を私の方から申し上げますと、三菱重工

業は今後進めていこうとしているCCSの技術では世界で並ぶ者がないくらいの技術を持つ企業です。

それから川崎重工業は水素の製造、有効利用、運搬、貯蔵技術で世界をリードしている企業です。さ

らにもう１社あえて申しますと、東洋エンジニアリングは窒素系肥料プラントの建設・運転では世界

一の実績を誇る企業ですが、いわゆるコンベンショナルなアンモニア製造だけではなく、最近はグリ

ーンアンモニアの製造にも進出しております。 

 皆様のパートナーで目の前にいるこの３社は、世界的な脱炭素の技術を持った企業ですので、経済

委員会を経由して何なりと申し付けていただければ、何かお役に立てるようなアドバイスなり仕事を

させていただきたいと思います。 
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テーマ２：運輸、通信、建設、工業、電力分野における協力 

 

ホジャネペソフ・トルクメニスタン閣僚会議付属 

運輸・通信庁付属庁「トルクメンアフトウラグラルィ」（自動車道路庁）副長官 

報告 

 

 尊敬するメレドフ様、尊敬する都梅様、ご列席の皆様、まずは、我が国の昔からのビジネスパ

ートナーである日本の大企業の皆様がトルクメニスタンにおいて順調に活動されていることを申

し上げます。 

 その良い例であるのが、我々「トルクメンアフトウラグラルィ」と住友商事の間の、輸送分野

における自動車供給に関する長きにわたる実り多い協力です。 

 ご存知の通り、本分野でのパートナーシップは2017年に始まりました。当時、「トヨタ・カロー

ラ」を200台、「トヨタ・ハイエース」を50台購入いたしました。 

 その後は2021年７月に契約を締結し、2022年に「トヨタ・カローラ」を780台、「トヨタ・ハイ

エース」50台、「トヨタ・コースター」30台を供給する同契約の履行が完了しております。 

 さらに住友商事との協力の継続として、2022年11月には、2023～2024年の期間に「トヨタ・ハ

イエース」250台、「トヨタ・コースター」1,000台、そしてスペアパーツを供給するという契約が

締結されました。そしてこれら全量の納入が完了したことを、大変嬉しく思っております。 

 ご存知の通り、第14回合同会議においても「トルクメンアフトウラグラルィ」と住友商事との

間で、技術協力に関するMOUが結ばれました。本MOUでは、トルクメニスタン国内にトヨタ車の

メンテナンスサービスセンターのネットワークを創設すること、そして国内のトヨタディーラー

を通じてスペアパーツを供給することが規定されております。 

 これに関し、「トルクメンアフトウラグラルィ」と住友商事、そしてアシガバード市ヒャキムリ

ク（行政府）が然るべき作業を完了し、アシガバード市内にこのメンテナンスサービスセンター

建設のための用地提供の許可が出たということをお伝えさせていただきます。 

 尊敬する会議参加者の皆様、最後に、改めて日本のパートナーの皆様に御礼を申し上げます。

本日の会議参加者の皆様の成功を祈念いたします。 

 ご清聴ありがとうございました。 
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松﨑治夫・日本トルクメニスタン経済委員会副会長代理／ 

住友商事㈱顧問 CIS支配人 

報告「トルクメニスタンにおける住友商事の活動について」 

 

 住友商事CIS支配人の松﨑でございます。本日はこのような二国間の重要な場において、発言の

機会を頂きまして誠にありがとうございます。住友商事の紹介およびトルクメニスタンにおける

事業活動についてご報告させていただきます。 

 住友商事は、1919年創立と100年以上の歴史を持ち、現在国内外に約130の拠点と約900社の連結

対象会社を有する総合商社です。全世界に展開するグローバルネットワークと様々な産業分野に

おける顧客・パートナーとの信頼関係をベースに、当社の強みを結集する９つの営業「グループ」

のもと、各事業領域で市場の変化やニーズを先取りし、産業の枠組みを超えた社会課題解決に資

する価値創造に取り組んでいます。 

 それでは、住友商事がトルクメニスタンで取り組んでいるビジネスを３つご報告させていただ

きます。まずは鋼管ビジネスについてご説明します。さきほど、ババエフ・トルクメンガス総裁

からもご説明いただきましたけれども、当社は2012年より、トルクメンガスが開発を主導する「ガ

ルキニシュ・ガス田」向けに、掘削作業用の高合金の油井管等を販売しております。世界４位の

天然ガス埋蔵量を有するトルクメニスタンにとって、貴国最大の同ガス田の開発は非常に重要だ

と認識しておりますが、同ガス田から生産される天然ガスは二酸化炭素や硫化水素の含有量が高

く、このような厳しい環境に適した、優れた腐食抵抗性を有する高品質な日本製の鋼管の納入を

行ってきました。日本の技術を通じて、トルクメニスタンのエネルギー分野の発展に貢献してき

たことは非常に喜ばしいことであり、引き続き、さらなる供給に向けて協議を進めさせていただ

けたらと考えております。 

 次に、ゼルゲル発電所プロジェクトについてご説明します。本案件は、2015年の安倍元首相の

トルクメニスタン訪問時に、両国首脳立会いの下で、当社と貴国エネルギー省との間で契約締結

した、貴国における日本勢初の大型火力発電所の建設案件であります。COVID-19の世界的な流行

による混乱もございましたが、トルクメニスタン政府関係者の皆様のご理解・ご協力によって、

予定通り2021年８月に完工を迎えられたことは、両国関係者にとって非常に意義深いことであっ

たと信じております。 

 本案件は、レバプ州チャルジョウ地区にある総出力432MWを誇る発電所であり、操業開始から

今日に至るまで大きなトラブルなく、トルクメニスタン国内の電力安定供給ならびに隣国への電

力輸出に貢献していると伺っており、大変喜ばしく思っております。弊社としましては、引き続

き、追加部品の納入を含むメンテナンスサービスを通じて、同発電所の安定操業に貢献していき

たいと考えております。 

 また、本案件は廃熱回収ボイラー等の追加設備投資による複合火力化も検討されており、これ

が実現すれば、CO2等を含む排出ガスの有効活用、つまり新たな環境負荷が生じない形で、プラ

ント総出力を現在の約1.5倍となる640MWに大幅改善することが可能と考えられています。ぜひ弊

社としましても、複合火力化案件の推進を通じて、トルクメニスタンの電力インフラ整備ならび

にエネルギートランジションの取り組みに貢献したく、前向きにご検討いただけますと幸いです。 
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 最後に、トヨタ製の自動車販売事業についてご説明します。当社は事業会社のToyota Central Asia

社のアシカバード支店を通じて、2015年よりトヨタ製の自動車およびスペアパーツの輸入販売と

アフターサービスを提供してまいりました。現在、アシカバードにある正規ディーラー２店舗を

通じて、「ランドクルーザー300」や「プラド」、「カムリ」といったモデルの車両を販売しており、

これらトヨタ車の良質なアフターサービスが受けられるよう、現地ディーラーと協力しつつ、良

質なトヨタ販売サービス網の構築にも取り組んでいます。 

 また、さきほどホジャネペソフ自動車庁副長官からも詳細に説明いただきましたが、2019年10

月に、当社と自動車運輸庁他との間で署名された「合計3,450台のトヨタ製タクシー・バスの供給」

に関する協定は順調に履行されており、契約締結済みの2,110台につきましては、2024年中の納入

が完了しております。引き続き、トルクメニスタンの皆様に馴染みの深いトヨタ製のタクシー・

バスの納入を通じて、貴国のモビリティ社会の発展に貢献したいと考えており、残りの1,340台に

ついても契約締結に向けて具体的協議を進めていきたく、宜しくお願いいたします。 

 以上、今回は私から３つの案件をご紹介しましたが、住友商事グループは、今後も当社のノウ

ハウ・ネットワークを十分に活用した様々なビジネスを通じて、貴国の国民の皆様の生活をより

良くできるよう努めてまいりますので、引き続きご支援のほど何卒宜しくお願い申し上げます。 

 

【都梅会長コメント】 

 トルクメニスタンにおいて、本当に多方面にわたる経済活動をしておられることがよく分かりまし

た。ガス発電所の複合火力化というのは、いわゆる脱炭素化という意味で、非常に有意義で価値ある

プロジェクトだと私も思っております。 

 

【メレドフ副首相コメント】 

 住友商事はトルクメニスタンにおいて、電力分野や輸送分野など、非常に幅広い活動をしておられ

ることがよく分かりました。これまでの成果に対し心より感謝申し上げます。これまでの住友商事の

活動はとても効果的であり、御社のようなパートナーを持つことができ嬉しく思っています。 
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サパロフ・トルクメニスタンエネルギー省次官 

報告 

 

 親愛なるご友人の皆様、合同会議を開催することは良き伝統となっています。その中で我々は、

両国関係の重要な課題に関する、互恵的で平等な解決策を講じています。 

 我々が代表するトルクメニスタンの電力分野は、ダイナミックに発展した、国家経済の有望な

分野の１つです。独立後の電力需要の高まりを受け、電力分野では大規模な改革が行われました。

その結果、国内に数十カ所の新たな発電所や様々な電圧の数千㎞に上る送電線が建設され、配電

拠点などの改修や近代化が行われました。 

 現在エネルギー省は、合計設備容量が6,943.2MWとなる12カ所の国営発電所を所管しており、

これら発電所には計51基のタービンユニットが設置されています。この設備容量により、国内の

消費者に確実かつ絶え間なく電力を供給することができるだけでなく、余剰電力を近隣諸国に輸

出することもできるようになっています。 

 また嬉しいことに、電力分野の技術基盤の強化においては、日本企業の皆様も多大な貢献をし

てくださっています。 

 2021年９月には、レバプ州において、住友商事によって建設された総出力432MWのガスタービ

ン発電所が稼働を開始しました。本発電所にはトルクメニスタンの電力部門の歴史上で初めて、

日本製のガスタービンが設置されました。同プロジェクトのファイナンスは、その85％がJBICの

融資によるものです。 

 同プロジェクトの実施により、当該地域の消費者に対する電力供給の質が向上し、ウズベキス

タン、キルギス、アフガニスタンへの輸出量を増やすことができました。 

 また、国全体と我々の電力分野の両方で、生産のデジタル化に取り組んでいます。上述の発電

所に導入された設備のおかげで、時間および労力の節約、発電プロセスの確実なトレーシング、

また単一センターからの電力管理が可能になりました。電力部門の長期計画では、生産に日本の

技術を幅広く導入することを計画しています。 

 将来は、住友商事が建設したレバプ州の発電所を含め、いくつかの既存のガスタービン発電所

のコンバインドサイクルへの移行も計画されています。我々の日本のパートナーの皆様が本事業

に参加してくださることを期待しています。なぜなら、環境への有害物質排出量を削減し、未来

の世代のために天然資源を節約していくことは、普遍的に重要なものであるからです。 

 電力システムの様々な部分の調整作業、特に異なる気候条件下で送電網を調整していくことが、

我々の仕事の重要な側面となります。 

 最近では、我々のパートナーである住友商事より、送電線凍結防止に関する日本技術の供給プ

ロジェクトの提案をいただいています。この技術を導入することにより、送電の質を向上させる

ことができ、消費者への安定した電力供給が可能となります。 

 ご友人の皆様、我々の業界は着実に発展をしており、電力分野における互恵的協力の大きな可

能性が開かれています。日本側の皆様が、これまでの長きにわたるパートナー関係を基に、今後

の電力分野における協力を拡大・発展させてくださることを期待しています。 

 ご清聴どうもありがとうございました。 
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【メレドフ副首相コメント】 

 電力分野は、トルクメニスタンと日本の有望な協力分野の１つです。エネルギー省次官からもお話

がありましたが、双方から同分野における最初の重要な経験として、住友商事に建設いただいた発電

所の詳細な説明がございました。そしてこれを電力分野における我々のパートナーシップのさらなる

拡大のための基本として、力を入れていきたいと思っております。 

 トルクメニスタン経済において、電力分野は急速に成長している将来的に有望な分野ですので、日

本のパートナーの皆様には、このトルクメニスタン経済の重要な分野における協力関係により一層ご

関心を持っていただけますと幸いです。 
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吉川浩臣・㈱クボタ 水環境海外営業部部長 

報告「耐摩耗水資源用ポンプ設備および下水処理技術について」 

 

 本日はプレゼンテーションの機会を頂きありがとうございます。株式会社クボタの吉川と申し

ます。水環境海外営業部長として、クボタの水・環境関連製品・サービス全体を統括しています。

本日はその中でも水資源用のポンプ設備および水資源の再利用に向けたMBR技術について発表

をいたします。 

 まず、最初に簡単にクボタの紹介をいたします。クボタは、全世界で従業員約５万人、売上高

は約３兆円（200億ドル）規模の、日本を代表する機械メーカーです。現在、世界では人類にとっ

て欠かせない食料・水・環境などの分野で多くの課題を抱えています。当社はこれらの課題解決

に向けて事業で貢献する活動をしております。海外売上比率は約80％と、世界各地で現在ビジネ

スを展開しております。 

 当社の事業は、①農機・建設機械・エンジンなどの機械製品および②水・環境製品の２つに大

きく分けられます。水・環境事業の売上に占めるシェアは約10％強となります。水・環境関連で

は、ダクタイル鉄管、ポンプ、バルブ、浄化槽、水処理用のMBRの膜など多岐にわたり、水関連

プラントのエンジニアリングや建設工事も行っております。 

 水資源用ポンプシステムについてご説明しますと、大型揚水機場は一般的に河川沿いに、大型

水路（運河）への導水のために建設されます。中型灌漑ポンプ場は、トルクメニスタンにも数多

く存在していると聞いておりますが、運河から各農地への配水をするために建設されます。農業

用水や浄水場の取水として活用されております。 

 隣国のウズベキスタンにおいては、2007年から足掛け10年にわたって、水資源ポンプのプロジ

ェクトをクボタで実施してまいりました。最初のプロジェクトは、アムダリヤ川沿いのババタグ・

ポンプ場の改修工事に元請けとして従事しました。4,500KWの大型灌漑ポンプを８台、1,600KW

の補助ポンプ場用電動機を含む機械を納入し、2,840㎜のパイプライン・リハビリを完工しており

ます。その後、ジザク州、フェルガナ州、ナマンガン州、ナヴォイ州等で同様のポンプ場に対し

て、今回ご紹介する耐摩耗および電力消費量に優れたポンプを多数納入させていただきました。

ナヴォイとコーカンドで実施したプロジェクトでは、累計50台ほどの大型ポンプを納入し、現在

も問題なく稼働しております。 

 また、アムダリヤ川と同様の水質を持つザラフシャン川沿いの灌漑ポンプ場では、同時期に施

工されたポンプ設備を２年間の運転後に確認し、比較した結果、当社の開発した耐摩耗対策を施

したポンプは２年後も羽根車の摩耗は見られませんでしたが、異なる摩耗対策したポンプ（他社

製）はすでに羽根車がほぼ欠損し、ポンプとして役割が果たせない状況となっておりました。 

 さらに、当社のポンプ設備により、ウズベキスタンでは平均20％の効率改善（電力量約１万

4,000kWH）と耐摩耗対策による長期のメンテナンスなしでの運転を可能としております。10年か

けてその有用性を確認された製品・サービスの品質を基に、トルクメニスタンにおきましても、

アムダリヤ川を水源とするカラクム運河沿いの各ポンプ場の改修工事に参画して、水資源分野の

発展に貢献していきたいと考えております。 

 次に当社のMBRについて説明させていただきます。MBRはMembrane Bio Reactorと申しまして、
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膜を通した活性汚泥法の技術です。特に小規模なスペースで自動化されたシステムによって、よ

り良い水質を得ることを可能とした技術です。一般的なMBRシステムは、①調整槽、②プレ曝気

槽、③MBR槽、④処理水槽から構成されます。 

 我々は、1986年からMBR技術のパイオニアとして開発を進めております。1991年の開発完了と

ともに、世界各地に販売・メンテナンス拠点を拡充してまいりました。現在は、最新型の「SP900」

を市場に投入しております。 

 1991年の日本国内の初実績から現在まで、世界で7,000件を超える実績を積み上げてまいりまし

た。パームジュメイラ（UAE）の地下型下水処理場にも採用されております。製品供給のみなら

ず、システムプロバイダとして設計・建設・運転にも携わっており、現在では日量10万ｔを超え

るサイズの下水処理場でも採用をしていただいております。 

 MBR技術の一番の特徴は、そのコンパクト性です。通常のコンベショナルな下水処理のメソッ

ドと比較しても、必要なタンクのサイズは40％と、非常に小さくできます。これはクラリファイ

ヤやセトリングタンクを必要とせず、高濃度の排水に対応可能であることから、こうした特徴を

持っております。 

 ２つ目の特徴は、既存の処理場のアップグレードやレトロフィットに適用できるという点です。

既存のタンクを活用して、例えば既存の曝気槽に我々の膜処理設備を入れることで、処理量を最

大250％まで増加させることが可能となります。 

 ３つ目の特徴として、高度な処理水質が挙げられます。日量２万6,000㎥のスタンダードな下水

処理場と日量３万4,000㎥のMBRを使った下水処理場の比較をしますと、流入の原水は同じですが、

排水の方は、MBRを使った方が非常に良い水質を得られております。 

 最後に４点目の特徴として、メンテナンスが非常に容易で、自動化も可能であるということが

挙げられます。 

 クボタはこうしたポンプやMBR、下水処理の水環境インフラ技術を通じて、ここトルクメニス

タンの皆様の持続的な水環境の保全に貢献をしたいと考えております。 

 ご清聴ありがとうございました。 

 

【都梅会長コメント】 

 皆様ご存知の通り、クボタといえば日本が世界に誇る農業機械の製造・販売会社でございますが、

要するに10％の部分でこの水資源用のポンプ事業をされています。耐摩耗というのがよく分かりまし

たけれども、下水の設備も含めて、こんなに技術があったのかと、私自身も初めて気付かされました。

トルクメニスタンの方々にもクボタの技術を知っていただく良い機会になったと思います。 

 

【メレドフ副首相コメント】 

 確かに水利というのは、我が国の経済システムにおける重要な分野の１つで、我々が特に注目して

いる分野でもあります。詳細なプレゼンテーションをしていただき、そしてクボタの技術・設備の可

能性、特に浄水に不可欠なポンプ設備についてご紹介いただきました。 

 ここ中央アジアでは、その特殊な自然・気候条件や地形によって、「水」というテーマ、「水」問題

がとても切実です。我々は、トルクメニスタンにおいて国民がきれいな飲料水にアクセスできること

に特に注意を払っています。また下水の処理についても、節水技術を含めとする近代的技術の導入を

重視しております。 

 そのため、いただいたご提案が水利分野における日本企業との具体的なプロジェクトにつながるか、

検討させていただきます。 
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ホジャグリエフ・トルクメニスタン水利国家委員会副議長 

報告 

 

 メレドフ様、都梅様、ご列席の皆様、まず申し上げたいのは、トルクメニスタン水利国家委員

会は最も重要な経済分野を担っており、河川、貯水池、運河、取水地、水利施設といった国の水

資源をカバーしているということです。 

 水利国家委員会は、水資源の管理・分配、水利施設の建設・運用を行っているほか、灌漑地の

土地改良などにも携わっています。 

 ご存知の通り、トルクメニスタン経済における水利部門は国の経済発展に伴う水需要を満たす

だけでなく、社会的需要にも対応しています。我々は信頼性の高い排水システムを提供し、自然

保護や水質汚染対策も行っています。 

 トルクメニスタンは水利分野の発展において大きな成功を遂げました。技術基盤が強化され、

近代的な技術やポンプなどの設備も導入されています。 

 2000年以降、トルクメニスタン水利国家委員会と伊藤忠商事との間では、日本製建設機械の供

給における協力が行われています。本協力は、コマツ製建設機械の供給に関する包括契約、コマ

ツ製建設機械および部品の売買契約、またコマツの建設機械の供給に関するMOUなど、トルクメ

ニスタン水利国家委員会と伊藤忠商事の間で締結された文書を基に実施されています。 

 契約の第１フェーズの枠内で、すでに200台の建設機械が納入されています。このうちエキスカ

ベーターが167台、ブルドーザーが33台、さらに部品および消耗品など、その総額は4,000万ドル

に上ります。 

 現在は、第２フェーズの購入に関する交渉が続いています。ご存知の通り、ご提示いただいて

いる第２フェーズ用のコマツ機械の価格は、第１フェーズ時の価格と異なっています。トルクメ

ニスタン側は、グローバルサプライチェーンが厳しい環境に置かれていることを理解しています。

しかしそれでもやはり、これまでの前向きな経験と今後の互恵的な協力の可能性に鑑みて、ぜひ

日本側には、この商業オファーを見直していただけるようお願いいたします。 

 尊敬する企業代表者の皆様、トルクメニスタン水利国家委員会は、水利分野における我々との

協力に関心を示していただいていることに心からの感謝の意を表します。水利国家委員会にご注

目いただいていることに感謝し、可能な協力についてさらに議論していく用意がございます。 

 我々は水利分野におけるクボタの技術を喜んで知りたいと思っておりますし、我々の協力は、

互恵的なパートナーシップをさらに拡大・強化させるために、双方にとって有益なものになるの

ではないかと考えています。トルクメニスタン側は、今後も日本のパートナーの皆様と協力して

いく用意がございます。 

 ご清聴ありがとうございました。 

 

【都梅会長コメント】 

 私も伊藤忠の一員でございますので、ご指摘いただいた点につきましては、しっかりと検討しご回

答したいと思います。 
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瀧川敬司・Tokyo Boeki Eurasia Ltd. General Director 

報告「東京貿易のトルクメニスタンにおける活動」 

 

 東京貿易ユーラシア代表の瀧川と申します。私からは、トルクメニスタンにおける東京貿易の

事業活動について紹介をさせていただきます。 

 まず、ベルディムハメドフ大統領ならびにトルクメニスタン政府から弊社へのご支援に対して、

深く御礼を申し上げたいと思います。弊社の事業活動がトルクメニスタンの社会・経済の発展に

寄与できるよう心から祈っております。 

 東京貿易グループは、東京貿易ホールディングス社とその傘下の国内９社、海外７社のグルー

プ会社から構成されます。弊社の社名である「Tokyo Boeki」の「Boeki」を英訳すると「Trade」

です。しかし、東京貿易グループは、貿易会社というより商社機能も持つ製造企業の集まりです。

実際、国内グループ９社は、港湾荷役に使用されるローディングアーム、セキュリテイ用のテレ

ビカメラ、高精度な３次元計測器、医療用の生体分析装置などを自社工場で製造しているメーカ

ーです。 

 海外にはロシア、米国、中国、タイ、インド、インドネシアにグループ会社があります。私が

管轄する在モスクワのTokyo Boeki Eurasiaが中心となって、トルクメニスタン市場向けの事業を推

進しております。 

 次に、CIS市場における東京貿易の事業の概要を説明させていただきます。東京貿易のCIS市場

での事業は、1958年に日本製の電子顕微鏡をソ連向けに輸出したことから始まります。そして、

翌年にはモスクワに非公認の駐在員事務所を設立し、1967年に東京貿易は日本・欧米等の非社会

主義諸国の民間企業として初めてソ連政府より公式な駐在員事務所の設立許可を受けました。 

 ロシア・CIS市場向けに機械・資源・プロジェクト等の多様なビジネスを東京貿易は手掛けてお

りましたが、2006年には事業の現地化を目指してモスクワに現地法人Tokyo Boeki Eurasiaを設立し

ております。弊社の主な取扱い製品は、理科学機器と産業機器です。 

 理科学機器分野では、東京貿易はロシア・CIS各地の大学・研究所に累計1,000台以上の日本製

の電子顕微鏡を納品し、ロシアのアカデミー市場におけるトップ市場シェアで30～40％を占めて

おりました。 

 また、産業機器分野では、弊社は日本製の大型溶接機、ダンプクローラ－などを販売しており

ますが、大型溶接機は主にガスパイプラインの建設・保守プロジェクトに使用され、弊社はロシ

アが輸入するディーゼル溶接機の70％以上の市場シェアを占めておりました。 

 2022年以降、弊社はCIS市場に重点を移していますが、トルクメニスタン市場における弊社の事

業コンセプトは、多様なニーズに対応する幅広いハイエンド製品を取り扱い、かつ、販売からメ

ンテナンスまでを一括対応する「One Stop Solution」をお客様に提供することです。 

 次に、弊社が取り扱う日本製のトップ建設・産業機器を簡単にご紹介させていただきます。 

 加藤製作所は、創業130年の歴史を持つ総合建機メーカーです。同社のクレーンは、「KATO」ブ

ランドを代表する製品で、海外でも高い評価を受けています。40年前に製造された「KATO」クレ

ーンが、いまだにトルクメンスタンでも活躍をしております。また加藤製作所は、独自技術で油

圧ショベルも製造しており、それらはトルクメニスタンでも稼働しております。 
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 酒井重工業は、日本を代表する道路建設機械のパイオニアで、創業から100年以上の歴史があり

ます。製品は日本・海外の国土開発、道路舗装インフラ改善に使用されています。 

 住友建機は、道路舗装に利用する「アスファルトフィニッシャー」の日本トップメーカーです。

独自の技術開発による製品は、作業効率・安全性の面で優れており、海外の道路工事でも高く評

価されています。 

 諸岡はキャリアダンプの日本トップメーカーです。ブリヂストンとの共同開発により、世界で

初めてゴムクローラーの開発に成功しています。ご要望に応じて人員輸送車、オイルスキマー、

溶接トラクターなどの特装車に改造することもできます。 

 デンヨーは、エンジン発電機と溶接機の日本トップメーカーです。発電機は世界中のインフラ

整備、資源開発、自然災害などの工事現場で使用され、また溶接機はパイプライン、配管工事、

橋梁などの溶接に使用されています。 

 北越工業は、「AIRMAN」ブランドで知られる、日本を代表するコンプレッサメーカーです。エ

ンジンコンプレッサは建設や掘削現場、またモーターコンプレッサは生産工場やプラント設備な

どの動力源として世界中で使用されています。 

 ブリヂストンは、世界的ブランドの日本のタイヤメーカーです。同社の鉱山、採石場、港湾な

どのタイヤは、多岐にわたる使用条件を考慮して開発・製造されています。 

 次に、トルクメニスタンにおける東京貿易の事業活動についてご紹介をさせていただきます。 

 トルクメニスタンにおける弊社の理科学機器ビジネスは、2014年に日本の最新型電子顕微鏡を

トルクメニスタン科学アカデミーに納品することから始まりました。その後、2023年12月にはト

ルクメニスタン科学アカデミーとの間で協力協定書を締結し、弊社は科学アカデミーの海外パー

トナーとして正式に承認されました。また、産業機器ビジネス関連では、2023年に初めてアシガ

バードで開催された「トルクメニスタン石油・ガス会議（OGT）」に出展し、同年、日本製溶接機

をトルクメニスタン向けに初受注しています。 

 2024年は、トルクメニスタン向けの事業活動をさらに活発化させております。まず、科学アカ

デミーとの協力協定に基づき、2024年５月に科学アカデミーのミッションを日本に招聘し、日本

を代表する研究所・民間メーカーを視察し、トルクメニスタンの科学技術の発展に必要な理科学

装置の選定をサポートしております。 

 2024年６月の「科学の日」の式典においては、唯一の海外民間企業パートナーとして、東京貿

易は日本の最新の理科学装置・技術についてのプレゼンの機会を頂きました。 

 さらに2023年に続いて、2024年10月に開催されたOGTにも出展しています。OGTでは、大勢の

トルクメニスタンのVIPのお客様にご来訪いただき、様々な商談をさせていただいている最中でご

ざいます。 

 最後に、本日の会議にご出席されているトルクメニスタンの皆様に対するメッセージがござい

ます。トルクメニスタンと日本は、共に古い歴史を持つ国であり、共に宗教・伝統を重んずる国

です。中世シルクロードを通じて、トルクメニスタンから日本を訪れた人もいたことでしょう。

こうした多くの共通点と接点を持つトルクメニスタンと日本は協力を広げ、共に発展ができると

信じております。その可能性を信じて、私は2024年だけで４回、累計すると15回程度、トルクメ

ニスタンを訪問しております。 
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 東京貿易の強みは、①トルクメニスタン市場に戦略的にフォーカスしていること、②CIS市場で

の豊富なビジネス経験を持っていること、③商社・メーカーの２つの側面を持ち、事業範囲が広

いこと、④組織がコンパクトなため事業展開にスピードがあること、⑤東京ではなくモスクワを

起点として事業を展開しているためフットワークが軽いという点です。 

 東京貿易は、トルクメニスタンと日本の産業、技術、教育、その他の分野での協力の架け橋に

なる準備があります。ぜひ、一緒にトルクメニスタンと日本をつなぐ強固な橋を構築いたしまし

ょう。この橋は21世紀の新たなシルクロードになります。 

 

【都梅会長コメント】 

 東京貿易の幅広い事業活動を私も改めて知ることになり、非常に興味深く聞かせていただきました。

今回はクボタを含めて東京貿易もですが、新しい報告者の方が参加され、非常に有意義な会議だった

と思います。 

 

【メレドフ副首相コメント】 

 詳細なご報告をありがとうございました。東京貿易の幅広い分野での活動についてお話しください

ました。東京貿易のことは、製造業の企業としても、商社としても存じ上げています。我々はただい

まのご報告の中でいただいた具体的な提案を検討し、実行に移していきたいと思います。 
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【テーマ２に関するメレドフ副首相総括コメント】 

 第２のテーマである輸送、工業、電力、水利分野の報告を踏まえ、次の提案をいたします。 

 １つ目は、レバプ州におけるガスタービン発電所のコンバインドサイクルへの移行に関するプロジ

ェクトへの取り組みを目的とした、ワーキンググループの創設です。これについては本日エネルギー

分野の代表者からもお話がありました。 

 ２つ目は水利分野です。この分野が非常に重要であるということはすでに申し上げましたので、繰

り返すのは避けますが、これに関して提案したいのは、水利分野で活躍しておられる日本企業の可能

性について詳細なプレゼンテーションをしていただくことです。トルクメニスタン側の関係者に対し

て、最新の技術開発や水利システムに必要な技術・設備についてご紹介いただくということです。こ

うした詳細なプレゼンテーションをしていただくことによって、トルクメニスタンの水利分野に必要

な土木機械を製造されている、我々の長年のパートナーであるコマツの力を改めて示すこともできる

と思います。 

 そして３つ目は、テーマ２に関してのトルクメニスタン側からの具体的なご提案となります。その

提案というのは、仮称ではありますが、自動車技術の供給分野における日本企業との協力の可能性を

協議する「円卓会議」を開催することです。私はこの点に関して、特に、本日我々に対してトヨタと

の協力の有効性につき詳細に報告いただいた双方の代表者による報告に注目をしています。 

 

【テーマ２に関する都梅会長総括コメント】 

 ①ワーキンググループの設置、コンバインドサイクル発電（CCGT）、いわゆる電力のさらなる効率

化、②水利関係の新たな技術の導入、それから③自動車技術の供給など、有意義なご提案をありがと

うございます。円卓会議について、自動車技術の供給は必要な事であり、各国地域における日本車の

市場を守ることも必要です。また日本の整備技術は素晴らしいものですので、その技術をお使いいた

だいているマーケットに広めていく、そして整備技術の向上に努めていくことは非常に大事だと思い

ます。ですのでこの３つはぜひ実現したいと思っております。 

 本日は長時間、皆様のお話を聞かせていただいて、新しい発見がございました。メレドフ副首相が

おっしゃったワーキンググループの設置や円卓会議の開催、これらは私の新たな発見でもあったので

すが、経済委員会としましては、今回を契機におそらく、短期的な目標、中期的な目標、それから長

期的な目標という３つの目標を持つことになるのだろうと思います。 

 さきほどおっしゃった①発電技術の効率化、②水利関連技術の向上、③自動車技術の供給、これら

はどちらかと言うとそれほど遠くない中期的な目標として達成しなければならないものだと思ってい

ます。ですので、別の場所を持って議論することは非常に良いことだと思います。 

 ただし、もう１つ、長期的な目標というのがあるかと思います。これがなかなか難しく、いわゆる

本当の意味でのエネルギートランジションをどう進めていくか、日本からトルクメニスタンに対する

脱炭素技術の導入だとか、新しいエネルギーの開発・導入というのは、時間のかかる長期的な問題だ

と思っております。これに関して、なかなか具体的な動きが見えてこないというのが、私の感じてい

るところでございます。そういった長期的な分野における円卓会議を設けてみるのも面白いと思って

おります。 

 それから、短期目標も持たないと、なかなか実績が残せないというところもございます。今回は色々

な意味で４月14日、大阪・関西万博が焦点となった会だったと思います。大統領閣下が訪問される可

能性があるということを前提にしまして、開幕翌日の４月14日のトルクメニスタン・ナショナルデー

が、両国ビジネスにおいても意味のある日となるよう、経済委員会としましても、トルクメニスタン

の皆様との協力関係を一層深めて、有意義なものにしたいと思っております。 

 

【メレドフ副首相】 

 都梅会長、コメントをいただきありがとうございます。貴殿の構想的なアプローチを私も全面的に

支持いたします。おっしゃる通り具体的な目標を、もちろんそれはあるわけですが、明確にしていか

なければならないと思います。つまり、トルクメニスタンと日本の経済協力の発展には、短期・中期・

長期の目標を明確にすることが必要です。これは非常に重要です。 

 短期的な目標については、まずはおそらく、我々のパートナーシップによってすでに作り上げられ

た走路がありますので、我々が持つこれまでの経験という枠組みの中で、ごく近い将来に具体的なプ

ロジェクトを開発、継続し、効果的に実施していくということかと思われます。例えば電力部門の場

合は、すでに開始され、さらなる発展の道を進んでいるプロジェクトを挙げました。発電所の技術プ

ロセスの向上、コンバインドサイクルの導入など具体的な提案があります。 
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 それから、自動車の購入とメンテナンスサービスでも実績があります。そのため、私はこのような、

トルクメニスタンにおいて企業自身が協力の可能性を提案できる場としての円卓会議の開催を提案い

たしました。 

 ここで申し上げているのは、日本の有名なブランドの自動車技術を供給していただくというだけで

はありません。日本の自動車技術が、広告する必要もなく、高品質な製品であるというのはその通り

ですが、思うに、トルクメニスタン政府が日本企業から計画的に購入した自動車のメンテナンスとい

った方向への展開も含め、この協力を拡大していく必要があります。つまりはメンテナンスセンター

やサービスセンターのことですが、これらの建設もそのうちの１つであり、近い将来アシガバードで

開始される予定です。 

 また、技術専門家、さらにはマネージャーのための研修システムも挙げられます。これは、自動車

供給のような分野における今後の業務のために非常に重要です。 

 あまりお時間を取りたくはないのですが、ここには具体的な提案が沢山あります。ただいま双方か

ら表明された枠組みの中で、提案を実行に移していくことができると思います。期限を決めて作業を

開始しましょう。それらはすべて本日の会議の資料に記録されることになります。我々それぞれがチ

ームを組み、数週間のうちに始めていきたいと思います。 
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＜議長総括＞ 

 

都梅博之・日本トルクメニスタン経済委員会会長／ 

伊藤忠商事㈱代表取締役 副社長執行役員 機械カンパニープレジデント 

議長総括 

 

 メレドフ・トルクメニスタン副首相兼外務大臣閣下、ご列席の皆様。今回の第15回日本トルク

メニスタン経済合同会議の閉会にあたり、一言ご挨拶を申し上げます。 

 非常に有意義な会だったと思います。石油・ガス、化学、電力、グリーンネルギー、水資源管

理、通信、運輸等、様々な産業分野における日本とトルクメニスタンの協力の実例、またトルク

メニスタンで生産される高付加価値製品の海外輸出への取り組み・努力、デジタル化の推進、フ

ァイナンスの多様化、中小企業を含む新規参入企業の誘致など、様々な課題への取り組みについ

て、両国の企業、政府機関より有意義な報告と活発な意見交換がなされたと思います。日本とト

ルクメニスタンの経済関係が多岐にわたり発展し、緊密化していることを実感させるものであり

ました。それとともに各種協力プロジェクトの実現と課題解決において、双方の経済委員会とそ

の構成メンバーの果たす役割の大きさ、重要性を如実に示すものでもありました。 

 最後にご提案いただいたワーキンググループ、それから円卓会議の開催は非常に具体的なご提

案でございました。またメレドフ副首相らしい、この数週間以内で議論をして、形を作らなけれ

ばならないという、12月に非常に重い宿題を頂きました。正月なしで頑張る予定をしております。 

 会議におきまして、繰り返しになりますけれども、何人かの報告者が言及しておられた通り、

来年2025年は大阪・関西万博が開催されます。４月14日のトルクメニスタンのナショナルデーが、

両国のビジネスにおいても意味のある日となるよう、我々経済委員会といたしましても、トルク

メニスタンの関係者の皆様と一層協力を深めていきたいと考えておりますので、どうぞ宜しくお

願い申し上げます。 

 今回の合同会議の開催に関しご尽力いただいたトルクメニスタン側、日本側双方の関係者の皆

様に感謝申し上げます。また報告者の皆様、通訳の皆様に、心よりお礼申し上げます。 

 ではメレドフ・トルクメニスタン副首相兼外務大臣閣下ほか、トルクメニスタンの皆様の次回、

第16回の合同会議へのご参加を、東京にてお待ちしております。本日はどうもありがとうござい

ました。 
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メレドフ・トルクメニスタン日本経済委員会会長／ 

トルクメニスタン副首相兼外務大臣 

議長総括 

 

 都梅様、内容に富んだ総括をいただきありがとうございました。私からも簡単に総括をさせて

いただければと思います。 

 尊敬する代表団の皆様、改めまして、我々の合同会議の参加者お一人おひとりに対しまして、

積極的な意見交換をしていただいたこと、トルクメニスタンと日本の経済協力の最も重要な分野

に関する具体的かつ建設的な提案をいただいたことに感謝申し上げます。 

 ただいま行われた我々の意見交換や対話の結果、我々は重要な合意に至ることができ、都梅様

も指摘されたように、将来の連携のための共通目標と優先順位を示すことができました。 

 改めて指摘したいのは、貿易・経済分野におけるトルクメニスタンと日本の互恵的協力の拡大

と強化のためには、双方の巨大なポテンシャルを活用する必要があるということです。 

 また、これに関連して、両経済委員会の役割も改めて強調させていただきたいと思います。我々

の経済委員会は、パートナーシップの拡大・強化に関する課題やアクチュアルな提案を検討する

ことができる、交渉のための良き場を実際に提供しています。 

 本日、我々は再び、双方が互いに関係を拡大・深化していく用意があること、またその希望を

持っていることを確認することができました。これは、エネルギー、輸送、貿易、ハイテク、そ

の他の様々な分野においてです。その重要な課題の１つは、相互関係をさらに改善していくこと、

そして常に新たな協力の道を探っていくことだと思います。 

 尊敬する参加者の皆様、本日の会議でのご意見やご提案を拝聴しまして、その具体的な実施に

は、トルクメニスタンと日本の間の法的基盤の強化が必要であるということがよく分かりました。

そのため我々は、次に挙げる文書の草案の仕上げと合意に向けた作業を加速すること、また双方

にとって都合の良い、最も近い将来にこれらの文書を調印できるよう用意を完了することを提案

いたします。 

１. 投資の相互促進および相互保護に関するトルクメニスタン政府と日本政府との間の協定 

２. トルクメニスタン商工会議所と日本商工会議所の間の協力協定 

３. コマツの建設機械供給に関するトルクメニスタン道路建設管理庁と伊藤忠商事との間の相互

理解覚書 

４. コマツの建設機械供給に関する国家コンツェルン「トルクメンガス」と伊藤忠商事の間の相

互理解覚書 

５. コマツの建設機械供給に関する国家コンツェルン「トルクメンネビト」と伊藤忠商事の間の

相互理解覚書 

 

 今日存在する双方で準備中のこれら５つの文書は、近い将来、調印に至ることができればと思

っております。 

 尊敬する参加者の皆様、皆様からのすべての建設的なご提案は、我々が本日調印する、第15回

日本トルクメニスタン経済合同会議の議定書草案に反映されています。 
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 これに関連して、本日の経済合同会議の結果を受けて到達した合意を実施するために、トルク

メニスタン側は、2025~2027年のアクションプランの草案を作成したことをお知らせいたします。

この草案は、本会議で表明された新たなアイデアやご提案に基づいて仕上げ、まもなく合意のた

めに日本側に送付される予定です。 

 このような両経済委員会のプラグマティックなアプローチによって、トルクメニスタンと日本

のパートナーシップを強化するための新しい成果を得ることができると確信しています。 

 会議の締めくくりに際しまして、専門家の皆様、官僚の皆様、そして第15回日本トルクメニス

タン経済合同会議の準備にあたられた皆様に対し御礼申し上げます。共に実り多き活動をするこ

とができ、感謝いたします。 

 そして最後に、これはいつも伝統的にしているものですが、我々の通訳の皆様に個別の御礼を

申し上げます。通訳の皆様のおかげで、本日は高いレベルで、双方の代表団の間の相互理解を図

ることができたと思っております。どうもありがとうございました。 

 以上をもちまして、第15回経済合同会議を終了いたします。ありがとうございました。 
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＜署名式＞ 

 

第15回日本トルクメニスタン経済合同会議にて署名された文書一覧 

（当日署名順） 

 

１．Framework Agreement between the State Concern «Turkmenhimiya» and the group of companies 

«Mitsubishi Heavy Industries Asia Pacific, Pte. Ltd.» (Singapore), Çalık Enerji (Türkiye), «Mitsubishi 

Corporation» (Japan) for provision of Service and Maintenance of «Garabogazkarbamid» Plant 

 署名者： 桂琢二 三菱重工業株式会社 GXセグメント CCUS・プラント営業部長 

  中村有宏 三菱商事株式会社 産業機械本部 インフラプロジェクト部長 

 メフメト・チラク チャルック・エナジー社 トルクメニスタン・ブランチ ディレクター 

  ドヴランゲリディ・サプバエフ 国家コンツェルン「トルクメンヒミヤ」総裁 

 

２．Framework Agreement between the State Concern «Turkmenhimiya» and the group of companies 

«Mitsubishi Heavy Industries, Ltd.» (Japan), Gap İnşaat Yatırım ve Dış Ticaret Anonim Şirketi” 

(Türkiye) and «Mitsubishi Corporation» (Japan) for cooperation on Project Design Procurement and 

Construction of the “Turn-Key” Urea Production Plant with Annual Capacity of 1 155 Thousand 

Tonnes at Kiyanly Village of Balkan Province in Turkmenistan 

 署名者： 桂琢二 三菱重工業株式会社 GXセグメント CCUS・プラント営業部長 

  中村有宏 三菱商事株式会社 産業機械本部 インフラプロジェクト部長 

 オメル・アイディン ギャップインシャート社 カントリーディレクター 

  ドヴランゲリディ・サプバエフ 国家コンツェルン「トルクメンヒミヤ」総裁 

 

３． 相互協力に関する覚書 

 署名者： 眞田健司 川崎重工業株式会社 執行役員エネルギーソリューション＆マリン 

   カンパニープラントディビジョン長 

  木村卓 伊藤忠商事株式会社 都市環境・電力インフラ部 部長 

  ドヴランゲリディ・サプバエフ 国家コンツェルン「トルクメンヒミヤ」総裁 

 

４．GTG-１包括メンテナンス契約に関する付属契約（No. 3）に関する覚書 

 署名者： 眞田健司 川崎重工業株式会社 執行役員エネルギーソリューション＆マリン 

   カンパニープラントディビジョン長 

  ドヴランゲリディ・サプバエフ 国家コンツェルン「トルクメンヒミヤ」総裁 

 

５．トルクメニスタンにおける送電線用凍結防止装置の供給プロジェクトに関する覚書 

 署名者： 松﨑治夫 住友商事株式会社 顧問、CIS支配人 

  アンナゲリディ・サパロフ トルクメニスタン・エネルギー大臣 
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６. 所得に対する租税に関する二重課税の除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国と

トルクメニスタンとの間の条約 

 署名者： 佐々木浩   駐トルクメニスタン日本国特命全権大使 

  セルダル・ジョラエフ トルクメニスタン財務・経済大臣 

 

７．第15回日本トルクメニスタン経済合同会議議定書 

 署名者： 都梅博之 日本トルクメニスタン経済委員会会長、伊藤忠商事株式会社 

    代表取締役 副社長執行役員 機械カンパニープレジデント 

  ラシド・メレドフ トルクメニスタン日本経済委員会会長、 

      トルクメニスタン副首相 兼 外務大臣 

 


